


現在は福島原発の事故収束中のさなかであるが，それとは無関係に，古今東西の構造物の大事
故はそれまで予想しなかった事象や複数の因子の重畳によって生じる場合が多い。“事故は特異点
で生じる”。この言葉には真理があると思える。発生が懸念され，それなりの注意が払われている
事象に起因する事故例は多いがその規模は比較的限定的である。その原因はいろいろ考えられるが，
注目している事象に対してはそれなりの配慮や対策がある程度行き届いているが予期せぬ事象に
ついては無防備なためであろう。予期せぬ事象とはいろいろなものが考えられるが，ここでは以
下の点を強調したい。溶接構造物において溶接部が破壊事象の発生箇所になっていることは数多
く経験されることである。今，構造物の健全性実証に破壊力学解析やき裂進展予測理論，確率論
的な破壊事象予測理論などが用いられ，現象の理解やその対策の合理性を説明するのに役立って
いる。その際，採用される材料定数は素材のそれが用いられることが一般である。ここに，看過
できない問題点が潜んでいる。溶接部において破壊や破損事象が生じる原因は溶接部が特異点で
あることによる。しかるに前述の予測理論や数理解析において精確に溶接部の特異性を反映して
解析が行われているかといえば多くの場合，否である。溶接部の特異性といえば大きく三つの要
素がある。材料的特異性，力学的特異性及び形状的特異性である。このうちで，溶接残留応力等
の力学的特異性や継手形状などに起因する形状的特異性については以上の解析の中に組み入れら
れている場合が多い。問題は材料的特異性である。溶接を行うと材料は母材のそれとは大きく性
質が異なるものとなる。例えば，原子炉圧力容器に用いられる低合金鋼の場合，溶接直後では
HAZの硬度は母材の1.5～ 1.7倍，衝撃値は1/2～ 1/4に変化する。また，オーステナイト系ステ
ンレス鋼と低合金鋼の異材溶接部においては両母材の特性と大幅に異なった溶接金属ならびに母
材との境界に沿ったボンド部が生成され，その機械的特性や耐食性は母材のそれとは大きく異なっ
たものとなっている。さらに，構造物の長期の供用過程では溶接部の各領域が母材のそれとは著
しく違った特性変化を示すことが一般である。これら溶接部の材料的特異性を考慮した精確な材
料特性値を入れた解析は極めて少ない。 
溶接は ISO9001では［特殊工程］の呼称は無くなったものの，思想的にはそれに等しい［要妥

当性確認プロセス］に位置づけられ，［結果として製品の適合が容易に検証できないプロセス］と
されている。これは，溶接部がその形成過程で人的，機械的要因により安定的に一定の性能を満
たすのが難しいプロセスとされる所以である。すなわち，溶接部の特異性自体もその箇所々々によっ
てばらつく可能性も持っている。溶接部に生じる溶接割れもその要因の一つである。現状では非
破壊検査によって割れの有無などの溶接部の性能は検証され，確性試験により実証された溶接部
特性がプロセス管理により保証されるのが前提であるが，溶接割れ自体も特異点で生じるもので
あり，その発生は溶接条件や技能によってもバラツキを生じる。また，厚板内部に微細な高温割
れが発生した場合，現状の最新の非破壊検査技術でもその検出もなかなか困難である。このよう
に考えてくると，現行の構造物の健全性実証に破壊力学解析やき裂進展予測理論，確率論的な破
壊事象予測理論が重大な破壊事象を予測できるか否か懐疑的となることは否めない。今後も，溶
接部に潜む特異性を精確に予知し，それを検出するための技術の発展が望まれる。発電設備技術
検査協会の溶接・非破壊検査技術センターが溶接と非破壊検査を 2大要素技術として取り上げ，
その技術進歩に貢献しておられることに敬意を表すると共にその成果に今後も大いに期待したい。 

事故は特異点で生じる 

大阪大学  教授 

西本和俊 

巻頭言 
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2010年度に協会が独自に実施した試験研究成果等を取りまとめた技術レビューVol. 7をご高覧いた

だきたいと思います。 

2010年度は協会の新中期経営計画（2010～ 2012年度）の初年度にあたり溶接・非破壊検査技術セ

ンター（NDEセンター）の活動標語を【競争力】と定め，この意識を皆で共有し研究活動に取り組ん

できました。一方，原子力安全に係る研究資金は，民間で実施されるべきものは民間で，国は真に規

制のために必要な研究資金を選択と集中により配分していくとの考え方のもとで，国の予算，制度の

見直しが進められました。NDEセンターの研究資金の確保を取り巻く環境はその意味でも今後とも厳

しい状況であると認識しております。 

NDEセンターとしてはこれまでの固有技術の一層の深化をはかり，技術に競争力をつけて，溶接部

に係る検査，計測，評価の分野では頼りになるとのご評価をいただくようになることが我々の存在意

義であると思っております。 

このような認識の下，NDEセンターでは，資金確保の多様化を図る観点から，2010年度は受注活

動を積極的に展開してきました。資金量としては大きくはないものの，民間組織からの請負事業は，

前年度に比較して倍額近くを確保することができました。たとえば，「ピーニングによる圧縮残留応力

の残存性評価」は電力業界への働きかけが実り電力共研テーマとしてとりあげられることになりました。

また，UTシミュレーションや実機適用を見据えた探傷性の評価法などシミュレーション技術が現場

での活用につながるテーマとして受注することができたことは，今後のUTシミュレーション技術の

一層の発展につながるものとして協会としても期待しているところです。 

研修事業においても JNESからの依頼でUT基礎技術をわかりやすく解説したe－ラーニング教材

を作成しましたがご好評を得ているようです。また，原子力発電所におもむいてUT技術研修の提案

をさせていただいたところ，順次実施の運びとなるとのお話も承っており，現場のニーズに沿った活

動が評価されつつあることをうれしく思っており感謝申し上げます。 

さらに国の受託事業として進めてきた３次元UT技術の成果は国からも高い評価をうけ，今後さら

に改良を加えていくことが期待されています。 

 このようにセンター職員が一丸となって努力してきたところですが，今年3月 11日の大震災，大

津波により発生した福島第一原子力発電所の事故は，未曾有の事態を引き起こしてしまいました。原

子力発電の安全性に対しその信頼を根底から揺るがすものとして受け止められ，国のエネルギー政策

そのものを見直すべきであるとの流れになってきたところはご高承のとおりです。私としても慙愧の

念に堪えないところです。 

事故の収束がまだ見えない状況では，原子力への信頼回復は，これから大変な労力と長い時間を要

するものと思います。私は，国際情勢，日本の産業経済，国民負担などを考慮し，エネルギーの安定

供給をどのように確保していくか冷静に議論を深めていくことによって，安全確保を前提としつつ原

子力エネルギーが引き続き重要な選択肢の一つとして位置づけられるべきものと確信しています。今

ご挨拶 
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回の事故を契機として，原子力安全規制，制度が改正されることになっていますが，こうした諸般の

情勢が，今後，協会経営，NDEセンターの事業活動にも様々な影響をもたらすだろうことは覚悟せざ

るを得ないと考えています。 

 NDEセンターにおいては，2011年度の活動標語を【信頼回復】と掲げたところです。このような

状況であればこそ，現場のニーズにさらに敏感になり，これまでの研究成果をさらに深化させ，腰を

落ち着けて取り組んでいこうと職員も決意を新たにしているところです。 

関係各位の引き続きのご指導，ご理解をよろしくお願いいたします。 

理事長 

佐々木宜彦 
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NDEシンポジウム2010を開催 

満席となった会場の様子 

講演をされる高木教授 

当協会は，平成22年12月13日に東京

大学山上会館大会議室において，昨年に

引続きNDEシンポジウム2010を開催い

たしました。 

本シンポジウムはテーマを「構造健全

性と非破壊評価」と題し，原子力設備の

安全を維持するうえで溶接継手部の健全

性を確保するため，構造健全性を評価す

る分野ときずの有無や材質変化を非破壊

評価（NDE）する分野の研究者／技術者

の緊密な連携が必要不可欠とのことを趣

旨として企画したものです。会場は原子

力設備の構造健全性評価／非破壊評価に

関する研究者／技術者等約100名の方々

で満席状態となり，活発な意見交換を行

うことができました。 

当協会理事長の佐々木より開会の挨拶

が行われた後，基調講演として大阪大学

教授  西本和俊先生より「原子力プラント

構成材料溶接部の供用中における特性変

化及び補修溶接部の健全性」，東北大学教

授  高木敏行先生より「電磁応用非破壊評

価法の研究開発」さらに原子力安全・保

安院  石垣宏毅殿より「新検査制度，高経

年化対策にかかる最近のトピックス」の

原子力の保全に関する貴重なご講演をい

ただきました。 

また，（独）原子力安全基盤機構 大高殿よ

り「容器貫通部狭隘部の非破壊検査技術

実証事業の成果」について，中国電力㈱ 

谷浦殿より「ステンレス鋼溶接金属を透

過したUT確認試験研究の成果」，東京電

力㈱ 徳間殿／日立GEニュークリア・エナ

ジー㈱ 野中殿より「原子力発電所用機器

における渦電流探傷試験に係る日本電気

協会技術指針（JEAG 4217）」，三菱重工業

㈱ 川浪殿より「配管溶接部裏波評価技術」

関西電力㈱ 田中殿より「美浜発電所1号

炉40年目の高経年化技術評価書（PLM評

価書）の概要」，㈱東芝 笹山殿より「欠陥

を有する配管系に対する IHSI」，日立GE

ニュークリア・エナジー㈱ 田中殿より

「BWR原子炉底部の封止溶接工法の開発」

の発表が行われました。 

その他当協会からは溶接構造物の非破

壊評価技術，補修技術に関する2件の技術

報告が行われました。 

 

講演をされる西本教授 
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1......はじめに

配管等の検査において，ガイド波を用いて広範囲

を一括して探傷する方法や遠隔から探傷する方法等

が適用されつつある1），2）。しかし，ガイド波には複

数の種類の伝搬モード（モードとは振動の種類を指

す）が存在する1），2）ことに加え，それらが速度分散

を持ち周波数によって音速が異なる1），2）性質をもっ

ていることや，欠陥で反射した波形の強度が欠陥寸

法に依存するだけでなく，周波数等の条件によって

も変化する3）ことなどといった，通常の超音波探傷

法で経験する現象と異なることがおこる場合があ

る。このため，ガイド波を用いた探傷においては，

ガイド波の伝搬状況の予測やエコーを予測するシミ

ュレーション解析技術が期待されている。

ガイド波のシミュレーション解析技術は，理論解

析に基づく方法や理論解析と数値解析を組み合わせ

た半解析的有限要素法4）などが活用されている。著

者らも，実際の探傷を模擬する様な複雑な解析を念

頭に有限要素法（FEM）を用いた解析を行ってお

り5），溶接部や曲がり管を伝搬するガイド波を解析

し6），既往の実験結果等7）と比較して解析結果の妥

当性を検証している。また，き裂や減肉を想定した

欠陥モデルからの反射波の予測も解析しており，前

報8）では内面開口欠陥と外面開口欠陥の差異や円周

方向の長さと反射波の振幅の関係を解析した。

本報では，軸方向欠陥に対する検出性評価に資す

る知見を得るため，欠陥モデルの深さや軸方向の長

さを変えた条件で解析を行った。

2......解析モデル及び解析条件

ガイド波の送受信は次の様にモデル化した。送信

はセンサから発生していると考えられる振動を初期

変位として図1に示す様に与えた。今回はねじり（T）

モードのガイド波を伝搬させる条件としたため，円

周上に設置した24個の送信部に対し同じタイミング

で円周方向に与えた。受信部のモデルは，任意の位

置のFEM要素の変位を時系列で出力するモデルと

しており，ここでは図2に示す様に外面に等間隔で

８箇所配置した。これら８箇所の周方向の変位を全

て合成し，ねじりモードの基本モード（T（0,1））を

優先的に受信するモデルとした。

解析コードは三次元有限要素コード（伊藤忠テク
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古川　敬，古村一朗 

ねじりモードガイド波を用いた配管探傷の 
シミュレーション解析 

 
Simulation of the torsional mode guided wave inspection from axial defects in piping

A study of the reflection of the torsional mode guided wave from axial defects in straight 
pipes had been carried out. A large scale of three dimensional FEM code was applied to predict 
received signals. The crack like defects with varying axial extents and depth had been 
considered. The results showed that the echo amplitude from the defects increased with depth 
and axial extent. The wave propagation and reflection from the axial defect were also 
visualized in this study.  

              : Guided Wave, Piping, Wave Propagation, Three dimensional FEM, ReflectionKeywords:

欠陥検出評価技術に関する研究
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ノソリューションズ社製　ComWAVE Ver. 4）を用

いた。図3は解析モデル全体の概要と寸法を示した

ものであり，送信部から500mm離れた位置にスリ

ット状の欠陥モデルを設定した。また送信部から

50mmの間隔をおいて受信部を設置した。配管のモ

デルは呼び径50A（外径60.5mm），肉厚3.9mm，ア

ルミ合金とした。欠陥モデルは，き裂を想定した幅

（周方向の長さ）1mmのモデルとし，深さを2mmか
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図1　ガイド波送信モデルの概要 図2　ガイド波受信モデルの概要 

図3　解析モデルの全体概要及び寸法 

表1　主な解析条件 

項　目 条　件 
アルミニウム合金 
（Vl=6.4km/sec., Vs=3.12km/sec, ρ =2.7x103kg/m3） 
呼び径50A（外径60.5mm），肉厚3.9mm 
1mm（1.6％），5mm（8％），10mm（16％），15mm（24％），30mm（48％）， 
50mm（80％），80mm（128％），100mm（160％），150mm（240％），200mm（320％） 

2mm（51％），2.5mm（65％），3mm（77％），3.9mm（100％） 
 
1mm（軸方向のき裂状の欠陥を想定） 
 
中心周波数50kHz，バースト5波 
 
 
 
 
 
 
 
約 8千万要素／0.5mm x 0.5mm x 0.5mm

材質 
（縦波，横波音速，密度） 
口径，肉厚 
欠陥モデルの軸方向長さL 
（括弧内は波長との比） 
欠陥の高さh 
（括弧内は板厚比） 
欠陥の幅 
（周方向長さ） 
送信波の周波数，種類 
 
 
 
 
 
 
 
総要素数／要素寸法 
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ら3.9mm（貫通），軸方向の長さ（L）を1mmから

200mmに変えて解析した。欠陥モデルは全て内面

開口とした。受信位置と欠陥モデルの設置位置の関

係を図4に示す。また，解析条件の概要を表1に示

す。

3......解析結果

3.1 欠陥深さ及び軸方向長さの影響

図5は，欠陥幅1mm×軸方向長さ（L）が1mmで

深さ2mm，2.5mm，3mm及び3.9mm（板厚貫通）

のモデルにおける受信波形の解析結果である。欠陥

からの信号は，約320μ秒から400μ秒に現れてい

る波形である。この条件での断面欠損率は0.29%か

ら0.56％であるが，振幅はほぼ同じであった。図6

及び図7は各々L= 5mm及び15mmで，深さ2mm，

2.5mm，3mm及び3.9mm（板厚貫通）のモデルにお

ける受信波形の解析結果である。伝搬時間が約320

μ秒から400μ秒にかけて欠陥からの信号が出現し

ている。これらの解析モデルの断面欠損率は図5と

同様に0.29%から0.56％であるが，深さの増加にと

もない振幅が増加する結果であり，軸方向長さ（L）

が大きくなることで欠陥からの信号の振幅も増加す

る結果であった。図8はL=30mmの条件での解析結

果であり，深さ 2mm から 3mm の 3 条件では

L=15mmにおける同深さの欠陥からの振幅より小さ

い結果となった。この様に軸方向の長さ（L）によっ

て振幅が変化するのは，欠陥の両端（手前と奥の端）

で反射する信号の干渉が原因である 3），8），9）。

L=30mmは往復でちょうど1波長の経路差になり，

両端で反射する信号が逆位相で干渉するために振幅
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図4　欠陥モデルの断面と受信部の配置 

図5　幅1mm　長さ(L) 1mmの欠陥モデルからの受信波形 

(a) 高さ2mm（断面欠損率0.29%） (b) 高さ2.5mm（断面欠損率0.36%）

(c) 高さ3mm（断面欠損率0.43%） (d) 高さ3.9mm  板厚貫通（断面欠損率0.56%）
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が低くなる。しかし，深さ3.9mmの板厚貫通欠陥モ

デルでは，L=15mmの結果に比べL=30mmの方が

大きな振幅であった。さらに振幅が大きいだけでな

く，400μ秒以降も振動が持続している受信波形で

あった。また深さ2.5mmと3mmの結果でも400μ

秒以降に振動が継続している受信波形であった。図

9はL=150mm（両端の経路差が約5波長分）の条件，

すなわち両端の信号が分離すると考えられる条件で

の解析結果である。深さ2mm及び2.5mmでは約320

μ秒から始まる手前の端からの信号と，約420μ秒

から始まる奥の端からの信号の振幅はほぼ同じであ

ったが，深さ3mmと3.9mmでは奥の端からの信号

8

図6　幅1mm　長さ(L) 5mmの欠陥モデルからの受信波形 
　

(a) 高さ2mm（断面欠損率0.29%） (b) 高さ2.5mm（断面欠損率0.36%）

(c) 高さ3mm（断面欠損率0.43%） (d) 高さ3.9mm  板厚貫通（断面欠損率0.56%）

図7　幅1mm　長さ(L) 15mmの欠陥モデルからの受信波形 
　

(a) 高さ2mm（断面欠損率0.29%） (b) 高さ2.5mm（断面欠損率0.36%）

(c) 高さ3mm（断面欠損率0.43%） (d) 高さ3.9mm  板厚貫通（断面欠損率0.56%）
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（約420μ秒から始まる信号）の振幅が大きい結果で

あった。

図10はL=150mm×深さ3mmの欠陥モデルにお

けるガイド波の伝搬状況を表示した結果である。こ

れらは，外表面における変位の絶対値の大きさをカ

ラーバーで表示したものであり，比較のために無欠

陥モデルの結果を各々右側に示す。図(b)及び図(c)に

示す200μ秒後から250μ秒後では，欠陥を通過す

る送信波の波面を示しており，欠陥の存在によって

部分的に振幅が大きくなっているのがわかる。図(d)

は，欠陥を通過した後の送信波の波面と，欠陥通過

の際に生じた波面が確認できる。欠陥通過の際に生

9

図8　幅1mm　長さ(L) 30mmの欠陥モデルからの受信波形 
　

(a) 高さ2mm（断面欠損率0.29%） (b) 高さ2.5mm（断面欠損率0.36%）

(c) 高さ3mm（断面欠損率0.43%） (d) 高さ3.9mm  板厚貫通（断面欠損率0.56%）

図9　幅1mm　長さ(L) 150mmの欠陥モデルからの受信波形 
　

(a) 高さ2mm（断面欠損率0.29%） (b) 高さ2.5mm（断面欠損率0.36%）

(c) 高さ3mm（断面欠損率0.43%） (d) 高さ3.9mm  板厚貫通（断面欠損率0.56%）
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(a) 150μ秒後の波面 

(b) 200μ秒後の波面 

(c) 250μ秒後の波面 

(d) 300μ秒後の波面 

図10　欠陥の有無による波面の伝搬状況の違い 

左図は欠陥有り（幅1mm×L＝150mm×高さ3mm），右図は欠陥無し 
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じた波面は，周方向に伝搬しながら軸方向に伝搬し

ていると考えられ，送信波が通過した後も持続して

伝搬している様子が確認された。今後詳細な解析が

必要であるが欠陥からの信号が持続する原因の一つ

は，この波面の影響ではないかと考えられる。

3.2 断面欠損率と振幅の関係

前述のとおり欠陥の軸方向長さ（L）が大きくなる

と波形の持続時間が変化するものの，ここでは欠陥

の軸方向長さならびに深さと振幅の関係について整

理した。その結果を図11に示す。ここでは，断面

欠損率で整理することとした。横軸は断面欠損率，

縦軸は欠陥信号の振幅を示す。図11(a)に示す様に断

面欠損率すなわち深さが大きくなるとL=1mm以外

では振幅は増加するが，振幅増加の程度は軸方向長

さ（L）によって異なっていた。軸方向長さ（L）の影響

について今後詳細な調査は必要であるが，深さなら

びに軸方向長さ（L）が増加すると欠陥信号の振幅が

増加することが確認された。図11(b)は円周方向の

長さを変えて欠陥信号の振幅を調査した結果7）と合

わせてプロットした結果である。軸方向長さ及び深

さが大きい欠陥では，円周方向の欠陥の断面欠損率

10%に相当する振幅以上になる場合があることが確

認できる。これらの結果より，ある程度長くかつ深

い軸方向欠陥に対して，ねじりモードのガイド波で

検出する可能性があることが確認された。

11

(a) 断面欠損率で整理した欠陥信号の振幅

(b) 既報8）の結果と合わせて整理した結果

図11　欠陥モデルからの受信波形の振幅と断面欠損率の関係
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4......まとめ

本報では軸方向欠陥の検出性評価に資する知見を

得るため，軸方向のき裂状の欠陥を想定し，深さ及

び軸方向長さを変えた欠陥モデルに対するシミュレ

ーション解析を行った結果，ある程度長くかつ深い

軸方向欠陥に対して，ねじりモードのガイド波で検

出する可能性があることが確認された。長さと波長

の関係で振幅が低下する現象はあるが，これに対し

ては周波数を変えた測定で解決できると考えられ

る。今後，軸方向欠陥付近での詳細な反射波の発

生・伝搬状況を解析し，さらに定量的な調査を行う

予定である。
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研究報告 

1......はじめに

フェーズドアレイ法を用いた超音波探傷試験（フ

ェーズドアレイUT）法の主な特長は，（1）複数の角

度で超音波を入射でき，傾いたきずや形状が複雑な

きずに対する検出性向上が期待できること，（2）探

傷結果を画像化して表示できることなどがある。特

に（2）の探傷結果の画像化は，これによって反射源

の位置ならびに複数の反射源の位置関係が直感的に

把握できるようになる。ただし，これは試験対象部

位が均質で等方な材料であることが前提条件であ

る。音響異方性を有する材料では，音速が伝搬方向

に依存して変化することに加えて超音波のエネルギ

ーが伝搬する方向（探傷屈折角に対応）も変化する

ため1），2），フェーズドアレイUT法において異方性を

考慮せずに探傷結果を表示した場合には，画像上の

反射源位置と実際の反射源位置とで差異を生じるこ

とが考えられる。フェーズドアレイUT法のなかで

もセクタ走査では異なる方向に超音波を送信するた

め，画像上の指示位置の誤差が角度によって大きく

なる場合があると考えられる。今後，音響異方性材

料に対するフェーズドアレイ法の適用方法を検討す

る上で，種々の音響異方性材料への適用事例を調査

することが重要と考えられる。

そこで本研究では，現状把握として音響異方性を

有する材料へフェーズドアレイUT法を適用した際

に，探傷画像がどの様に表示されるのか，画像上の

指示位置の誤差がどの程度かを確認した。具体的に

は，組織を一方向にそろえたオーステナイト系ステ

ンレス鋼溶接金属および制御圧延鋼板の2種類の材

料に対して，セクタ走査によるフェーズドアレイ法

を適用し画像上の反射源位置と実際の反射源位置と

の差異の程度を調査した。制御圧延鋼板試験体に対

しては，JIS Z 3060:2002に準拠した補正を行うとと

もに，フェーズドアレイ法を音響異方性材料へ適用

する際の設定値の確認方法について考察した。

2......測定の条件および試験片

本研究で用いた探傷器材は，市販のフェーズドア

レイ装置（栄進化学MC-64型）および32chのアレ

イ探触子（KGK 3MHz 0.5mmピッチ×20mm-32ch）

溶接・非破壊検査技術センター 
 

古川　敬，南　康雄 
杉林卓也、古村一朗 

音響異方性材料へのフェーズドアレイUT法の適用 
 

Phased Array UT of acoustical anisotropic materials

Phased array UT system provides us with a multiple angle beam testing and real-time side 
view imaging of defects with sectorial scans. UT inspectors can recognize positions of the 
defects directly using B-scan or S-scan images. When B-scan or S-scan images are 
reconstructed from multiple A-scans, materials of the specimen are commonly assumed to be 
isotropic media. In this study, we applied the phased array UT to anisotropic materials. 
Austenitic stainless welds and controlled rolling steel plates were selected for our 
measurement. We compared the locations of indications on B-scan or S-scan images and 
actual positions of the side-drilled holes. The applicability of the phased array UT technique for 
anisotropic materials were evaluated.  

              : Phased array, Austenitic stainless steel weld metal, Anisotropic steel, JIS Z 3060Keywords:

欠陥検出評価技術に関する研究
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である。アレイ探触子には図1に示すポリスチレン

製のくさびを取り付け32chを送受信に使用した（開

口寸法16mm×20mm）。図1(a)は縦波斜角法用のく

さびでありオーステナイト系ステンレス鋼溶接金属

試験体の測定に用いた図1(b)は横波斜角用のくさび

で圧延鋼板試験体の測定に用いた。表1に各材料の

測定に用いた設定値を示す。設定値の妥当性は，ス

テンレス鋼の母材あるいは均質等方なフェライト系

鋼に設けた横穴からの反射源位置の誤差が，深さお

よび前後の位置ともに±1mm以内であることで確

認した。

オーステナイト系ステンレス鋼溶接金属試験体

は，柱状晶の成長方向を一方向にそろえて製作した

ものであり，ウェルドオーバーレイ工法の組織やス

テンレス鋼鋳鋼の組織を模擬したものである。マク

ロ組織写真と柱状晶の成長形態を図2に示す。

オーステナイト系ステンレス鋼溶接金属試験体お

よび圧延鋼板試験体には，画像上の反射源位置と実

際の反射源位置との誤差が確認できるように口径

3mmの横穴を設けた。試験体の板厚や横穴の位置を

図3および表2に示す。圧延鋼板試験体において横

穴の深さ位置（37.5mm）とは，深さ12.5mmの横穴

を一回反射で測定したことを示す。

各試験体の主要な音響特性を次に示す。オーステ

ナイト系ステンレス鋼溶接金属試験体は図2の底面

から上面に向かって一方向に組織がそろうように製

作したもので，垂直（0度）に伝搬する縦波の音速

は5,200m/sと最も遅く，角度の増加とともに音速も

増加して45度方向で最大の音速（6,100m/s）を示し，

それ以上の角度では音速は減少して90度方向の音速

図1　アレイ探触子に装着するくさびの断面形状 

(a) 縦波斜角用のくさび (b) 横波斜角用のくさび 

表1　フェーズドアレイ探傷器の設定値 
 

縦波斜角用 
 （オーステナイト系SUS溶接金属の測定） 

 

横波斜角用 
 （圧延鋼板の測定） 

 試験体の音速 
くさびの音速 
くさびの高さ 
くさびの角度 

くさびと試験体の位置の基準 
振動の種類 

超音波ビームの振り角 
 ／角度のステップ 

 

5,750 m/s 
2,330 m/s 
38.4 mm 
16.5 度 
43.9 mm 
縦波 

－10度～70度　／1度
 

 

3,230 m/s 
2,330 m/s 
20.0 mm 
38.0 度 
46.6 mm 
横波 

35度～75度　／1度 

図2　オーステナイト系ステンレス鋼溶接金属試験体のマクロ組織写真とEBSD分析による逆極点図 
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は5,700m/sであった。圧延鋼板試験体における超音

波ビームの入射方向は圧延方向に直交する方向（C

方向）とし，JIS Z 3060:2002に従い測定したSTB音

速比は0.952（3,074m/s）であった。

3......測定結果
3.1 オーステナイト系ステンレス鋼溶接金属

試験体の測定結果

図4はオーステナイト系ステンレス鋼溶接金属試

験体に対し，縦波を用いたセクタ走査で測定した時

のＢスキャン画像であり，図中の○印は実際の横穴

の位置を，矢印で示した位置は画像上での指示位置

である。屈折角の設定値15度においては深さ位置の

誤差が約5mm，左右方向の誤差は15mm程度である

のに対し，屈折角45度の設定では左右方向の誤差は

5mm程度あったが深さ位置の誤差はほぼ0mmであ

った。図5は，深さおよび左右方向の測定誤差を，

均質等方なステンレス鋼の母材での測定結果と合わ

せて表示した結果である。均質等方な母材では前述

の通り±1mm以内の誤差であるのに対し，本研究

で用いたオーステナイト系ステンレス鋼溶接金属試

験体では，屈折角が30度以下の時には深さ（d）の測

定値が実際よりも深く測定され，屈折角が40度から

50度の範囲では誤差は±3mm以内の誤差であった。

左右方向(k)の誤差は垂直（0度）以外で5mm程度以

上の誤差であった。

3.2 圧延鋼板（フェライト系鋼の異方性材料）

試験体の測定結果

図6は横波を用いたセクタ走査において圧延鋼板

を測定した時の探傷画像の例であり，深さ位置

図3　試験体と横穴の配置 

表2　試験体の寸法と横穴の位置 

厚さ (t) 
横穴の深さ位置 (d) 
試験体端からの位置 (k) 
試験体の長さ (L) 

 

30.0 mm 
60.0 mm

40.0 mm 
80.0 mm

12.5 mm 
40.0 mm

20.0 mm 
40.0 mm

（37.5 mm） 
40.0 mm

オーステナイト系SUS溶接金属試験体 
50.0 mm 
 
 

300 mm

圧延鋼板試験体 
25.0 mm 
 
 

400 mm

(b)屈折角45度 (設定値 ) 
 

(a) 屈折角15度 (設定値 ) 
 

図 4　オーステナイト系ステンレス鋼溶接金属試験体に対し各屈折角成分で最大エコーが得られた時のBスキャン画像 
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12.5mmの横穴に対して，横波50度成分および70度

成分の設定において最大エコーを示した時のBスキ

ャン画像である。図中の○印は実際の横穴の位置を，

矢印で示した位置は画像上での指示位置である。屈

折角70度の設定では実際の横穴の位置に比べて浅い

位置を示していた。図7は屈折角40度成分から70度

成分の設定において，5度刻みで他の横穴も含めて

深さ方向（d）の誤差と左右方向（k）の誤差を整理した

図5　反射源位置の誤差（オーステナイト系ステンレス鋼溶接金属試験体） 

(a)深さ位置 (d)の誤差 
 

(b)左右方向 (k)の誤差 

図6　圧延鋼板試験体に対し各屈折角成分で最大エコーが得られた時のBスキャン画像 

(a) 屈折角50度（設定値） (b)屈折角70度（設定値） 

図7　反射源位置の誤差（圧延鋼板試験体） 

(a)深さ位置 (d)の誤差 (b)左右方向 (k)の誤差 
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結果であり，均質等方な母材での測定結果と合わせ

て表示した結果である。均質等方な母材では前述の

通り±1mm以内の誤差であるのに対し，本研究で

用いた圧延鋼板の試験体では，反射源が深く屈折角

が大きいほど（ビーム路程が長いほど）誤差が大き

い結果であった。深さ（d）は大部分の測定値が実際

よりも浅く誤差は最大で10mm程度，左右方向（k）

の誤差は最大で5mm程度であった。図8はJIS Z

3060:2002に従いSTB音速比から探傷屈折角を算出

し，深さ位置を補正した結果である。補正した深さ

（d）の誤差は±3mm以内であった。

4......考察およびまとめ

音響異方性を有する材料の例としてオーステナイ

ト系ステンレス鋼溶接金属試験体とフェライト系の

圧延鋼板試験体に対して，セクタ走査によるフェー

ズドアレイUT法を適用し結果，今回用いた試験体

では深さ位置と左右（前後）の位置が，画像上の指

示の位置が実際の位置とは異なる結果となり，屈折

角によって誤差の程度が異なる結

果であった。

オーステナイト系ステンレス鋼

溶接金属試験体では，屈折角45

度付近（40度～50度程度）の深

さ位置誤差は±3ｍｍ以内であっ

たが，30度から40度においては，

5mm程度の誤差であった。圧延

鋼板試験体については，JIS Z

3060:2002に従った補正を行うこ

とで誤差が低減されることが確認

され，音響異方性の影響を十分に

把握しておくことで適用できる場

合があるものと考えられる。

種々の音響異方性材料に対して，探傷屈折角や超

音波の伝搬状況を推定する方法3）～5）が提案されてお

り，引き続き，先行の研究を参考にして適用性を考

察を行う予定である。
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1......はじめに

発電プラントや化学プラント，パイプライン輸送

などの工業・インフラ部門においては多くの配管が

使用されており，その減肉現象はこれらプラントの

運用・管理において重要な問題の一つである1）。こ

のような配管は炭素鋼系材料で作られる事が多い

が，その外面は保温材で覆われ，外側は薄板の外装

板金で保護されている。

配管の減肉現象は配管外面においては環境の湿

度・温度変化による保温材下腐食（CUI：Corrosion

Under Insulation）が2），また配管内面においては流

れ加速型腐食（FAC：Flow-Accelerated Corrosion）

が発生することが知られており3），配管肉厚のモニ

タリング及び定期的な検査・評価は，配管減肉がも

たらす予期せぬトラブル等による経済損失を防ぐた

めに不可欠である。

一般に配管減肉の検査には超音波検査法やＸ線検

査法が用いられているが，超音波法は探触子を配管

に接触させて検査する手法のため外装板金と保温材

を外す必要が生じ，検査にかかる時間とコストは膨

大であり，また，Ｘ線検査法も現場で適用するには

放射線管理上の難しさがあるため，保温材と板金を

外さず，配管外部からアクセスできる安全な検査手

法が望まれている。

渦電流探傷法は非接触かつ高速の検査が可能であ

り，保温材と板金を外さずに検査できる可能性を有

しており，配管減肉検査の有力な候補の一つとして

研究されている。しかし，配管外部に配置される励

磁コイルと配管の間に導電性の外装板金と厚い保温

材があるため，配管に誘導される渦電流の密度は比

較的小く，また，特に炭素鋼系の配管では渦電流の

遮蔽効果により，配管内面への渦電流の浸透は容易

ではない。したがって，通常の渦電流試験法による

配管減肉検査は困難である。一方，パルス渦電流試

験法には以下の特徴がある4～7）。

• 周波数帯域幅が広い。即ち，パルス波形に幅広

い周波数成分が含まれており，各周波数成分が

配管肉厚の深さ方向の異なる層に浸透されるこ

とによって，深さ方向の各層の特性が反映され

る。

• 強い励磁が可能である。即ち，パルス励磁では

電流のオンとオフが交替しており，オフのとき

の電流は０であるため，同じ最大電流値の正弦

波電流と比べ，パルス励磁電流の全体的消費エ

ネルギーが少なく，励磁電流を大きく設定でき

る。

• 配管肉厚の深さ方向各層の情報が時間に伴って
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程　衛英，古村一朗 

パルス渦電流試験法による減厚評価のシミュレーション解析 
 

Simulation for the Wall Thinning Assessment using Pulsed Eddy Current Method 

 

The applicability and feasibility of pulsed eddy current method for the measurement of wall 
thinning have been investigated based on analytical simulation, which showed that the 
magnetic flux density resulted from eddy current decays rapidly after the turning off of 
excitation current. The decay rate of the magnetic flux density in logarithm, log( ), is a 
particular parameter closely related to the wall thickness and can be used to evaluate wall 

thickness.    

              : eddy current testing, pulsed eddy current testing, simulation, wall thinning 
                thickness measurement
Keywords:

B

欠陥検出評価技術に関する研究



変化する信号に現れる。即ち，電流が遮断され

た直後の時点では高周波成分が多く含まれ，渦

電流は配管の表層に集中しているため，検出信

号は配管表層の特性を反映している。他方，励

磁電流が遮断された後の時間経過とともに低周

波成分が支配的となり，渦電流が配管肉厚の深

部まで浸透し，その時点の信号には配管肉厚深

部の情報が多く含まれている。したがって，時

間と共に変化する信号を解析することによっ

て，配管肉厚深さ方向各層の情報が得られる。

筆者らは以上の特徴に注目して，パルス渦電流試

験法による保温材付き配管の減肉検査・評価法を研

究開発してきており，研究の第一段階としてシミュ

レーション解析に基づきパルス渦電流試験法による

配管減肉評価の可能性を検討し，肉厚評価用パラメ

ータを抽出した。また，シミュレーションは解析解

に基づく手法を開発し，有限要素法のような数値解

析よりも効率よく実施することができた。

2......配管減肉検査のモデリング及び解析解の
導出・検証

2.1 配管減肉検査のモニタリング及び解析解の

導出

図1(a)に外装板金と保温材付配管の断面の模式図

を示す。配管の径が充分に大きく，かつ，減肉面積

が励磁コイル面積より充分大きい場合，図1(a)の配

管系は図1(b)に示す４層構造にモデリング可能であ

る。１から４層はそれぞれ外装板金，保温材，配管

壁，及び配管内空気あるいは液体であり，その導電

率と比透磁率はσiとμiで表記する（i=1,4）。厚さ方

向をＺ方向として，外装板金の外表面がZ＝0，各

層の外表面のＺ方向座標を－di（i=1,4）と設定した

場合，外装板金，保温材と配管の厚さはそれぞれd2，

d3－d2，d4－d3で表わされる。

図1(b)に示されるリング状励磁コイルを使用する

場合，解析対象はコイルの軸方向中心軸に対称とな

っており，ベクトルポテンシャルAを変数とする電

磁気微分方程式は以下の式で表わされる8）。

（1）

ここで，kは外装板金から配管内部までの４層を現

す4であり，IとIIはそれぞれ励磁コイル以上の空間

及び外装板金と励磁コイル間の空間を表す，Kは励

磁コイルのみと関係する係数である。

各層の境界条件を入れ，また，Cheng’s Matrix

Method9）によって，係数 CiとBi（i=1,4）は求めら

れる。係数CiとBiを式（1）にいれると，方程式のベ

クトルポテンシャル解が得られる。また，ベクトル

ポテンシャルAと渦電流密度や磁束密度など諸物理

量の関係式に基づき8），各領域の渦電流密度や磁束

密度などが計算される。

本研究では，磁束密度を検出信号として測定する

システムを想定して解析を行う。検出される磁束密

度には励磁電流により生じるものと渦電流により生

じるものが含まれるが，渦電流により生じる磁束密
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(a) 保温材付配管の断面 

(b) 4層にモデリングした配管系及び励磁コイル 

図1　配管及びその4層モデル 
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度Becのみが配管の緒元に影響され，配管の厚さを

反映する。また，パルス励磁電流を遮断した後に検

出される磁束密度は渦電流により生じたものである

ため，配管のみに関連した信号である。検出用磁気

センサーを励磁コイルの対称軸上に配置すると想定

すると，その位置に渦電流により生じる磁束密度は

式（2）で計算される10，11）。

（2）

ここで，Jcは励磁電流密度，μ0は真空の比透磁率，

r1とr2は励磁コイルの内外半径，z2とz1はコイルに

おける上下の面のＺ方向座標である。r0とz0はそれ

ぞれ径方向と軸方向を表すユニットベクトル，J0と

J1はそれぞれ第０次と第１次の第１種ベッセル関数

で，λ0は積分変数である。式（2）の中で配管と関係

するのは係数R（λ0）のみであり，以下の式（3）で表わ

せる。

（3）

ここで，μr1は第１層外装板金の比透磁率，λ1は第

１層外装板金の電磁気特性に関係する量，M11とM21

は外装板金から配管内部まで各層の電磁気特性及び

厚さを反映する量である10，11）。

Truncated Region Eigenfunction Expansion

（TREE）法12）を用いると，式（4）により励磁コイル

対称軸上で検出される磁束密度の軸方向成分Bz
ecは

有限の項数で精度よく計算することができる。

（4）

記述を簡略にするため，以下，Bz
ecをBと表す。

このようにして，図1(b)に示した多層からなる配

管系が正弦波励磁された場合の励磁コイル対称軸上

における磁束密度の解析解を導き出した。

次にパルス励磁の場合について考える。図2はパ

ルス励磁電流の波形であり，この波形をフーリエ級

数展開すると式（5）で表わせる。

（5）

ここで，Ｎは和の項数，ωは角周波数，

は三角関数係数，

はギブス現象（G i b b ’ s  

Phenomenon）を抑えるギブス係数である13）。この

フーリエ展開した励磁電流を用いれば，パルス励磁

の解は正弦波励磁の解から導出可能である。パルス

励磁のもとで時間とともに変化する磁束密度は式（6）

で計算することができる。

（6）

ここで，｜Bk｜と はそれぞれ第ｋ次高調波の磁束密度

絶対値と位相角である。

2.2 解析解の検証

3次元有限要素法解析の汎用ソフトを用いて，2.1

で導出された解析解を検証した。表1は検証解析条

件である。

まず，表1の正弦波励磁条件を用いて，正弦波励

磁条件下の解析解を検証する。３次元有限要素法と

解析解で求めた肉厚10mmの板の厚さ断面上の渦電

流密度分布を図3(a)，3(b)に示す。励磁コイルの内外

半径はそれぞれ50mm，55mm，コイル厚さは10mm，

使用したソフトによってカラーバーの色が異なって

いるが，二つの解析で得られた評価面上の渦電流密

度分布はほぼ一致している。

更に，表1のパルス励磁条件を使った場合の，励

図2　励磁電流（T: 周期，τ /T: デューティ比） 
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磁コイル底面中心の磁束密度の，Z方向成分の時間

に対する変化は図4に示すように計算され，有限要

素法の結果と解析解の結果は，ほぼ一致していた。

即ち，以上の解析により，解析解が検証された。

3......パルス渦電流試験法による肉厚評価の
シミュレーション解析

第２章で得られた解析解を適用し，パルス渦電流

試験法による肉厚評価の有効性を検討した。

シミュレーションにおける励磁条件，材料定数な

どは表１と同じ条件を用いた。本研究では，外装板

金の厚さd2を0.8mmとし，保温材と配管の厚さを変

えて解析した。肉厚を変えた配管をW（d3 - d4）で表

記することにした。例えば保温材厚さ30mm，公称

肉厚10mmの健全な配管はＷ（30－40）と表記される。

d3が30より大きい場合は外面減肉に相当し，d4が40

より小さい場合は内面減肉に相当する。Ｗ（30－40）

を健全な配管と仮定した場合，Ｗ（30－ 38），Ｗ

（30－35），Ｗ（30－32）は配管内面からの，それぞ

れ2mm，5mm，8mmの減肉に相当しており，Ｗ

（32－40），Ｗ（35－40），Ｗ（38－40）は配管外面の，

それぞれ2mm，5mm，8mmの減肉に相当する。

シミュレーション解析で得られたこれらの配管の

パルス渦電流試験法の検出信号を図5に示す。即ち

図2に示すバイポーラパルス電流を励磁電流として

使い，対称軸上Z= z1位置（励磁コイル底面中心）

の磁束密度のZ成分を検出信号として計算した。実

際の測定試験におけるコモンノイズを低減するた

め，励磁のプラスとマイナス半周期の信号の差分を

出力信号として求めた。図5に示すように時間0か

ら10msまで通電し，その後，電流を遮断している。

図5(a)に示すように，励磁電流の立ち上がりと共に

検出信号も大きくなる。内面減肉の場合に検出され

る最大磁束密度は外面減肉の場合より大きいことが

分かるが，磁束密度の値から減肉の度合を評価する

のは困難である。10msの時点で励磁電流が遮断され

(a) 数値解析解の結果 

図3　10mm厚さ炭素鋼断面図上の渦電流密度分布 

(b) 解析解の結果 

図4　数値解析及び解析解で得られたパルス渦電流の 
　　　検出信号の比較 

表1　解析解の検証における解析条件 
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ると，その後磁束密度は急速に減衰しており，信号

の値が小さいために図5(a)に示すリニアスケールで

は肉厚の違いを評価しにくいが，図5(b)に示す対数

スケールではlog（B）が0に近い小さな信号を拡大し

て示すことになり，小さな信号を判別しやすくなる。

図5(b)に示すlog（B）の時間変化から以下のことが分

かる。

• 励磁電流を遮断して一定時間が経った後のlog

（B）はほぼ時間の線形関数である。

• 肉厚が10mm，8mm，5mm，2mmの配管の場

合，検出信号の対数値log（B）の減衰の度合はこ

の順，即ち，配管の肉厚が薄いほど大きい。

• 同じ肉厚5mmの内面減肉配管W（30-35）と外面

減肉配管W（35-40）のlog（B）の減衰率はほぼ一

致している。即ち，内面減肉か外面減肉かにか

かわらず，同じ肉厚の配管であればlog（B）の減

衰率はほぼ同じである。

以上に示すように，パルス渦電流試験法で得られ

たlog（B）の減衰率は減肉発生の箇所によらず，肉厚

を反映するパラメータである。

4......配管系の構成および検査条件の変動
による影響

渦電流試験法の検出信号は被検体と検査条件のさ

まざまな要素に影響される。パルス渦電流試験法に

よる肉厚検査・評価の適用性について検討するため

に，配管系の構成と検査条件が検出信号に与える影

響を調べる必要がある。配管系の構成については外

装板金と配管の電磁気特性，外装板金や保温材及び

配管自身の厚さなどである。検査条件については励

磁コイルの構造と寸法，励磁コイルと配管の位置関

係，励磁電流の振幅や周波数，デューティ比などで

ある。ここでは，手法の適用性に主に関係する

•外装板金の材質

•保温材の厚さ

•励磁コイルのリフトオフ

の影響について検討する。

まず配管系の一番外側に使われる外装板金の材質

の影響であるが，現場で使われる板金は主に高導電

性非磁性のアルミニウムと磁性材料である亜鉛鉄板

の２種類の材料で作られているため，これら板金材

料の違いによる検出信号の変化を調べた。ここでは，

外装板金の厚さ，保温材の厚さ，および配管の厚さ

を同じとして，外装板金が1）亜鉛鉄板，2）アルミニ

ウム板，3）比較のための板金なし　の３条件で外装

板金の材質が検出信号に与える影響を調査した。図

6に配管肉厚が10mmと5mmの場合についての検出

信号のシミュレーション結果を示す。外装板金なし

の場合と磁性がある亜鉛鉄板を外装板金とする場合

， 
， 

図6　板金材質による検出信号の変化 

(a)　Bの時間に伴う変化 

図5　パルス渦電流解析結果 

(b)　log（B）の時間に伴う変化 
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において，同じ厚さの配管の検出信号値及び減衰率

はほぼ同じであった。他方，高導電率アルミニウム

が外装板金として使用される場合は，磁束密度信号

は外装板金なしの場合や磁性亜鉛鉄板が外装板金の

場合に比べ大きく，信号の減衰率は小さく，板金の

材質は検出信号に大きな影響を与える結果となっ

た。また，磁束密度信号の大きさは検査の実現可能

性にも関係しており，信号が大きいほど検出しやす

く，検査が実現しやすくなるが，上述の結果から同

じ状況の配管に対し，アルミニウム板金が使用され

ている場合には，亜鉛鉄板板金が使用されている場

合より，配管減肉を検査しやすいと考えられる。

次に保温材の厚さによる影響を調べるために，配

管の肉厚が10mmで一定，保温材厚さが約10mmの

Ｗ（10－ 20）の場合と保温材厚さが約30mmのＷ

（30－40）の場合をシミュレーションし，出力信号を

比較した。図7に示すように，保温材が薄いほど検

出信号は大きいが，励磁電流遮断後のlog（B）曲線が

ほぼ平行，即ちlog（B）の減衰率はほぼ同じであった。

配管厚さが薄い5mmの場合はlog（B）曲線の減衰率

は配管厚さ10mmの場合に比べ大きかったが，保温

材厚さとの関係は配管厚さ10mmの場合と同様であ

った。従って，配管の厚さが同じであれば保温材の

厚さに関わらずlog（B）の減衰率がほぼ同じであり，

log（B）の減衰率は配管の肉厚を反映するパラメータ

であることが示された。

次にプローブのリフトオフの影響を評価した。検

査を実施する際には，プローブのリフトオフのある

程度の変動が考えられため，リフトオフの変動によ

る検出信号の変化を調べる必要がある。ここでは，

励磁コイルと検出センサーを一体化したプローブの

リフトオフを3mmに設定し，今まで述べてきたリ

フトオフ1mmの条件下のシミュレーション結果と

比較した。図8に示すように，リフトオフの増加に

伴って検出信号は小さくなるが，log（B）の減衰率の

変動は現れなかったので，log（B）の減衰率は一定範

囲内のリフトオフの変動によらないと考えられ，現

場における作業でリフトオフに若干の変動があって

も，log（B）の減衰率による配管肉厚評価が可能であ

ると考えられる。

以上に述べてきたシミュレーション解析から，パ

ルス渦電流試験法による配管肉厚評価は可能である

と考えられ，励磁電流遮断後のlog（B）の減衰率が配

管減肉評価の適切なパラメータであることが示され

た。

5......配管減肉評価

３章及び４章のシミュレーションにより、log（B）

の減衰率は配管肉厚を反映するパラメータである

事が分かった。ここでは、log（B）の減衰率と配管

肉厚の関係についてまとめた。

３章において述べた解析条件により，肉厚2mm，

5mm，8mm，9mm，10mm配管が亜鉛鉄板板金に

覆われた場合のシミュレーション解析を行い，励

磁電流遮断後のlog（B）の減衰率を求めた。減衰率

図7　保温材の厚さによる影響 

図8　リフトオフ変動による影響 

図9　減衰係数と配管肉厚の関係 
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の逆数を減衰係数と定義し，公称肉厚10mm配管の

減衰係数を１として各肉厚の配管の減衰係数を求

めた結果を図9に示す。減衰係数と肉厚の関係は線

形関数でほぼ近似できた。この関係を用いれば，

図1に示す配管系および表1に示すの構造条件の配

管の肉厚評価が可能と考えられる。

6......終わりに

電磁気シミュレーション解析を実施することで，

パルス渦電流試験法による配管肉厚評価の適用可能

性を検討することができ，さまざまな要因による影

響も予測することができた。信号の最大値は構造上

配管肉厚以外の要素に影響されやすいが，励磁電流

遮断後の信号の減衰挙動は配管の肉厚を反映し，遮

断後一定時間が経った後の減衰信号の対数値はほぼ

時間の線形関数で表わすことができ，その傾き，即

ちlog（B）の減衰率は肉厚評価のための適切なパラメ

ータと考えられる。減衰率の逆数として表わす減衰

係数と肉厚の関係式によって，保温材付配管の肉厚

評価が可能と考えられる。
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1......緒　言

原子力発電設備の供用期間中検査（ISI： In-

Service Inspection）で要求される体積試験（超音波

探傷試験（UT：Ultrasonic Testing））において，

構造上接近又は検査が困難な部位は，探傷不可範囲

として取り扱ってきた1）。

近年，加圧水型軽水炉（PWR：Pressurized

Water Reactor）の蒸気発生器一次冷却材入口管台

溶接部に確認されたき裂が，ISIにおける探傷不可

範囲であったことから，ISIにおけるUTでの探傷不

可範囲の低減が求められている2）。

沸騰水型軽水炉（BWR：Boiling Water Reactor）

発電設備の定期事業者検査でのUT対象配管にも，

エルボや管台等の形状的な条件から，必要な探傷が

できない探傷不可範囲が存在する。

この探傷不可範囲の削減の方策として，BWR電

力各社及びBWRプラントメーカはBWR電力共通研

究として，ステンレス鋼継手の溶接金属を透過した

探傷と，合わせて，ステンレス鋼と炭素鋼及び低合

金鋼の異材継手についても溶接金属部を透過した探

傷の有効性確認を展開した。

発電設備技術検査協会（以下，発電技検と称する）

はこの研究の試験会場及び試験体の提供，ブライン

ド試験の監視，試験結果の評価及び成果の公表等に

従事した。

本研究は2009年度から2012年度にかけて実施さ

れるが，本稿では2009年度に実施した「溶接金属を
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Result of UT verification test for Stainless Steel through weld deposit

BWR owners and plant fabricators have been making efforts to decrease the ISI parts where 
UT is difficult to be conducted. For that purpose, UT verification test for both detection and 
sizing qualification through deposit of pipe weld joint started in 2009 and will last until 2012. 
 In 2009, UT verification test for stainless steel pipe weld joint has been performed. Test 

samples are stainless steel pipes with welds and sizes are 600A.350A.150A with EDM notches 
and/or SCC cracks. Angle beam methods and phased-array angle beam methods have been 
applied.   
 The detection test shows that there are no failure to detect and no false call. The length 

sizing test shows that RMS errors of SCC crack length are within the ASME acceptance criteria.  
So, it is clarified that each method has the enough qualification for UT through deposit of 
stainless steel pipe weld joint. 
 These tests have been witnessed and evaluated by JAPEIC as the third body. 

              : Ultrasonic Testing, Stainless steel, Stress Corrosion Cracking, Phased array UT　Keywords:
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透過した探傷の有効性の研究」の，研究の成果と発

電技検の役割等について述べる。

2...... 背　景

PWRプラントで，き裂が確認された部位は，構造

上接近又は検査が困難であるとして，探傷不可範囲

として取り扱ってきた部分であった。このことから

原子力安全・保安院（NISA）から，同様の理由に

よりUTが行われていない箇所について，「定期事業

者検査における超音波探傷試験の代替措置計画策定

について（指示）」（平成20･02･05 原院第５号）が発

行され，電気事業者に対して，探傷不可範囲への対

応が求められた。

探傷不可範囲がある継手のイメージをFig. 1に示

す。

形状的に超音波探触子の走査が行なえない部分が

ある部位については，探触子のサイズや屈折角の変

更で探傷条件を満足できるケースもあるが，一部に

は超音波が溶接金属を透過する方式で，健全性の評

価が必要となる継手も存在している。（Fig. 2参照）

炭素鋼の溶接継手の場合，超音波探傷が可能な片

側から溶接金属を透過しての探傷による対応が考え

られるが，ステンレス鋼溶接継手の場合，一般的に

用いられている横波斜角法では溶接部の柱状晶組織

による音響異方性のため超音波の透過性に難がある

ことが知られている3）。

（独）原子力安全基盤機構（JNES）のUTSプロジ

ェクト実証試験4）では，ステンレス鋼の溶接金属を

透過する超音波は，縦波斜角法が有効であることが

示されており，これを反映してJEAC4207-2008「軽

水型原子力発電所用機器の供用期間中検査における

超音波探傷試験規程」では，“溶接線を透過した探

傷を行う範囲は超音波モードとして縦波が望まし

い”としている。

一方で，当該箇所の探傷に縦波斜角法を適用する

ためには，JEAC4207-2008の2010項に規定されてい

るように「欠陥評価を行う上で，予め欠陥検出精度

及び欠陥寸法測定誤差の確認｣が必要であることが

明記されている。

このような背景から，BWRの電力各社とプラン

トメーカは，溶接金属を透過した探傷の有効性の検

証を目的として，BWR電力共通研究で「ステンレ

ス鋼溶接金属を透過したUT確認試験研究」を実施

した。

3...... 研究の内容及び発電技検の役割

本研究はステンレス鋼継手の溶接金属を透過した

探傷の適用可能性の確認のため，欠陥検出性及びサ

イジング精度に関する基礎データの収集と縦波斜角

法（フェーズドアレイ（PA）斜角法を含む）による

UT要領を定め，JEAC4207-2008の探傷要領のベー

スとなるデータの提供と，試験要領の反映を目的と

して実施された。

本研究における発電技検の役割は，本研究が民間

の研究の形態で実施されることから，試験および試

験結果の透明性，公平性，信頼性を確保するために，

試験場所の提供，試験の管理，試験体の提供，試験

結果の評価及び成果の公の場における公表を受け持

つ体制で実施した。

3.1 試験実施体制

探傷試験は発電技検構内へ以下に示すBWRプラ

ントメーカと同技術協力会社が，検査装置を持ち込

んで実施した。

メーカ（及び技術協力会社）

Fig.1　探傷不可能範囲がある継手の例 

Fig.2　溶接金属を透過しての探傷例 
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•日立GEニュークリア・エナジー株式会社

（株式会社日立製作所）

•株式会社東芝（株式会社IHI）

メーカ各社はそれぞれ３，4名の検査員で構成し

たチーム編成で探傷を実施した。

検査員の原子力発電設備における超音波探傷試験

による供用期間中検査（ISI）の従事年数及びステン

レス鋼の超音波探傷試験とフェーズドアレイ法の経

験年数の聞き取り調査結果と，これらの検査員の，

ブラインド方式によるステンレス鋼溶接継手のSCC

を用いて実施した検出性及び長さサイジング精度の

技量確認試験結果を，Fig. 3，Fig. 4に示す。

この結果，全員が５箇所のき裂検出と10箇所の無

欠陥を正確に評価すると共に，長さサイジングの２

乗平均平方根誤差（RMSE：Root Mean Square

Error）は4.0～8.7mmの好成績であった。なお，こ

の技量確認試験は，発電技検が所要するステンレス

鋼配管のSCC試験体を用いて実施した。

3.2 試験体

探傷不可範囲の代替措置としての，溶接金属を透

過した超音波探傷が必要となる代表箇所は，BWR

の原子炉再循環系配管溶接継手である。このため，

試験対象は当該箇所と同等な材質で代表的な口径の

突合せ継手とし，実機における損傷モードを想定し

て，応力腐食割れ（SCC： Stress Corrosion

Cracking）を付与した試験体を使用した。

試験体材質：オーステナイト系ステンレス鋼

SUS316

口径（板厚）：600A（35mm），350A（25mm），

150A（10mm）

試験体形状：幅100mm×長さ400mm短冊状

試験体形状図と写真をFig. 5，Fig. 6に示す。

発電技検が提供した試験体（計15体）の，口径と

SCCの深さ（目標値）の表をTable 1に示す。

また，試験にはSCCき裂の位置，長さ，形状等の

Fig.3　超音波探傷試験経験年数 

 
Fig.4　UT指示長さとPT指示長さの比較 

 

Fig.5　試験体形状図 

Fig.6　試験体（例）の写真 
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情報を見えないようにすることと，溶接線を透過さ

せない探傷が行えないように，SCCが付与されてい

る側の母材部，端部及び内面全体をFig. 7の写真に

示すような，マスキングをして試験に提供した。

なお，試験体の提供順序は口径及び深さを問わず，

ランダムで行うと共に，途中の時点で無欠陥の試験

体を挿んで提供した。

3.3 試験会場と監視体制

試験会場は，発電技検の溶接・非破壊検査技術セ

ンター２号館１階の，約70m2のエリアをパーティシ

ョンで２分割し，相互を隔離した状態でTVカメラ

による常時監視と発電技検アカデミー職員による立

会の下で実施した。

3.4 適用手法

ステンレス鋼溶接部の溶接線を透過しての，き裂

検出は，実機において形状やスペースの条件で，適

用できる手法が限定されることを想定し，Table 2に

示すように，45°及び60°固定角斜角法と，PA斜角

法の３手法を選択した。

超音波のモードは溶接金属に対して透過性の優れ

た縦波を選択し，周波数は2MHz～4MHzを採用し

た。

4...... 試験結果
4.1 検出性（＝欠陥識別性）

SCCき裂を付与した試験体と，無欠陥の試験体を

順不同で探傷した結果，２社共適用した全ての手法

で，誤検出（＝き裂を見逃す，或は無欠陥をき裂有

りと判定する誤判定）が無い結果であった。

また，母材部に付与した深さ1mmのEDMノッチ

をCRTの80％とする基準感度で探傷した結果，全

ての手法による全てのSCCき裂は，基準感度の20%

以上で検出されており，充分な検出能力を有するこ

とが確認された。

検出性の判定を数値化することは困難であるが，

き裂からのエコーの識別性（＝ノイズとの分離性）

を，Table 3に示すように4段階に分けそれぞれの得

点を設定して評価した。

この評価による，き裂を検出した際のき裂深さと

検出性の関係をFig. 8に示す。き裂検出性と試験体

の板厚には相関関係は無いが，本研究ではき裂深さ

Table 1　SCCき裂試験体（目標値） 

溶接中心からの距離 
 4mm 

－ 
600A,150A 
350A×2 
－ 
－ 
 

7mm 
150A 
600A 
350A×2 
600A，350A 

－ 
 

14mm 
－ 

150A※ 
350A 

600A，350A 
600A

※：疲労割れを採用 

深
　
さ 

3mm 
 

5mm 

10mm 
15mm

Fig.7　試験体マスキング状況写真 

Table 2　実証試験適用手法 

※1：150A配管の場合，溶接金属を透過する距離が短いこと
から横波を採用した。 

 探傷手法 
 

PA 
 

固定角45° 

固定角60° 
 

縦波 
横波 
縦波 
縦波 
横波 

A社 
○ 
 
○ 
○ 
 

B社 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 

備　考 
 

150Aに適用※1 

 
 

150Aに適用※1 

 

Table 3　検出難易度換算得点 

　　　　　　　　　　探傷状況 
エコー識別明瞭，単独手法で欠陥有無の判断が可能 
エコー識別やや良，単独手法で欠陥有無の判断が可能 
エコー識別不良，他手法と組み合わせで判断が可能 
エコー識別不良，他手法と組み合わせても判断が不可能 

得点 
1.0 
0.9 
0.5 
0.0

Fig.8　手法別き裂深さと検出性 
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を絶対値ではなく板厚比（＝き裂深さ／板厚×

100％）として表現した。また，き裂の面積（半楕

円と想定）と検出性の関係をFig. 9に示す。

PA斜角法及び縦波45°斜角法では，実施した全て

の試験体のき裂に対して，き裂のエコーが明瞭ある

いはやや良の結果が得られ，溶接金属を透過した探

傷の有効性を確認できた。しかし，縦波60°斜角法

では，比較的浅く長さが短いき裂（き裂面積が狭い）

の場合，エコーの識別性が低下する結果であった。

この結果から縦波60°斜角法単独での実機適用は，

避けるのが望ましいと考えられる。

4.2 き裂長さサイジング

検出された指示の消失点（ノイズとの分離限界点）

を元に測定した結果をき裂の長さとし，内面PTに

よるき裂長さ測定値との比較をFig. 10に示す。また，

手法毎の測定値をPTによる測定値を真値とした

RMSE及び誤差平均値をTable 4に示す。

UT指示長さのグラフ及び手法別の長さサイジン

グのRMSE，誤差平均のデータから，実機での適用

が想定される全ての手法で良好な結果を得ている。

また，UT指示長さは，評価レベルを信号消失長

さ（ノイズレベル）にしたことで，RMSEおよび誤

差平均ともに，若干過大評価の傾向を示している。

RMSEに関しては米国ASME規格※のPD合格基準

値（19mm）を満足した結果である。

※：ASME Code Sec. X1, App. VIII Supplement 2

（オーステナイト系ステンレス鋼配管継手溶接部に

関するPDI認証要件）；長さサイジングのRMSEは

欠陥の真の値に対して0.75 in（19mm）以下である

こと。

4.3 深さサイジング

本研究は，探傷不可範囲の低減を目的として，溶

接金属を透過した探傷でのき裂の検出を主体に実施

した。ただし，き裂が検出された際にはその深さ測

定が必要となることから，検出に適用した手法をベ

ースに，き裂深さ測定の可能性を調査した。

溶接金属を透過しての深さ測定値と母材側からの

き裂深さ測定値との比較をFig. 11に示す。なお，き

Fig.9　手法別き裂面積と検出性 

Fig.10　UT指示長さとPT長さの比較 

 Table 4　手法別長さサイジングRMSE及び誤差 

      探傷方法 

PA斜角法 
縦波45°斜角法 
縦波60°斜角法 
 

RMSE 

10.1 
7.5 
9.8 
 

誤差平均
 

3.3 
2.9 
5.7

誤　差 
Max 
18.0 
16.0 
22.5

Min 
-14.0 
-6.6 
-7.8
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裂深さサイジング精度と板厚には明確な関係は無い

が，本研究においては，３種類の板厚の試験体によ

る３手法での深さサイジングであることから，便宜

上き裂の深さは板厚の比（＝き裂深さ／板厚×100%）

を用いて表現した。

また，手法毎のRMSE及びき裂の端部を検出でき

なかった深さ測定不能箇所数をTable 5に示す。

Fig. 11及びTable 5に示す内容から，今回のき裂

の検出を目的とした装置による深さ測定の適用性確

認においては，多少のばらつきはあるものの全体的

に良好な結果が得られたと考えられる。また，深さ

測定に特化した探触子の適用などにより，更なる精

度向上の可能性はあるが，大まかなき裂深さの推定

は，支障なく行えることが確認された。

5......結　言

ステンレス鋼溶接金属を透過した超音波探傷によ

るき裂の検出には，縦波斜角法を用いることで所期

の目的を達成できることを確認した。また，溶接金

属を透過してのき裂深さ測定の可能性を確認でき

た。

発電技検は民間が主体となって実施する非破壊検

査の有効性確認試験等において，試験の公平性，透

明性の観点から第三者機関として記録の立会レビュ

ーに積極的に協力する所存である。
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Table 5　手法別RMSE等のデータ 

RMSE 
深さ測定不能箇所数 

PA 
3.0 
1

L45° 
3.2 
2 
 

L60° 
3.7 
7 
 

杉林卓也
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研究報告 

1......緒　言

原子力発電は地球温暖化の要因となるCO2の排出

量が非常に少なく，安定した電力を供給することが

できる。このため，原子力発電プラントを安全に運

転することが社会的責務をとなっている。しかし，

沸騰水型原子炉（BWR）の炉内構造物の一部に用

いられているニッケル基600合金用溶接金属に，応

力腐食割れ（SCC）が定期検査で検出されている1）。

BWRに用いられる600合金用溶接金属は，主として

被覆アーク溶接金属である182合金と，ティグやサ

ブマージアーク溶接金属等の82合金がある。しかし，

これまでに国内のBWRでSCCが検出されているの

は182合金であり，82合金ではSCCの発生は報告さ

れていない。また，過去の研究においても82合金は

182合金よりSCCの発生寿命が長いことが報告2-4）さ

溶接・非破壊検査技術センター 
大阪大学接合科学研究所 
 

西川　聡 
池内 建二 

高温高圧純水環境下のNi基600合金用被覆アーク溶接金属の 
応力腐食割れ感受性に及ぼすCr濃度の影響 

 Effect of chromium content on stress corrosion cracking susceptibility of shielded metal arc weld metals 
for nickel base 600 type alloy in high temperature pressurized water environment

 The stress corrosion cracking (SCC) susceptibility of the SMAW metals for Inconel alloy 600 
to which Cr was added to 14.8-21.4mass% has been investigated on the basis of CBB test in 
the pressurized hot water (corresponding to the service condition of BWR nuclear power 
plant), since the TIG weld metal of alloy 82 involving 18-22mass% Cr possesses much better 
resistance to SCC than the SMAW metal of alloy 182 (Cr content = 13-17mass%). When their 
Cr contents were increased to the same level as those of the alloy 82, the weld metals of alloy 
182 sustained only slight SCCs in the as-welded state, and no crack was detected after the 
post weld heat treatment (SR+LTA) of stress relief annealing at 620 ℃ followed by aging at 400 
℃. These results suggest that the higher Cr content of the alloy 82 is responsible for its higher 
resistance to SCC than that of the alloy 182. The Cr carbides precipitated at the grain boundary 
during the welding and the SR+LTA treatment were also changed from M7C3 type to M23C6 type 
with the increase in the Cr content. Though the Cr content at the grain boundary in weld metal 
containing 14.8mass%Cr subjected to the SR+LTA treatment was 3mass%, the Cr content of 
weld metal containing 18.5mass%Cr was not less than 10mass%. The addition of the Cr to the 
alloy 182 increased the Cr content in the grain boundary region, suggesting that the 
intergranular SCC can be suppressed when the Cr content at the grain boundary is not less 
than 10mass%. In addition to the carbide, Ni16(Mn, Cr)6Si7 (G phase) was precipitated at the 
grain boundary in the alloy 182 containing 18.5mass% Cr when the SR+LTA treatment was 
applied. TEM-EDS analyses suggested that the G phase was enriched in P, and so could 
decrease the P content in the grain boundary region. Probably, the decreased P content at the 
grain boundary due to the precipitation of G phase contributed to the enhancement of the SCC 
resistance of the Cr-added alloy 182 by the SR+LTA treatment.

              : Stress corrosion cracking, Alloy 182, Alloy 82, Chromium content, 
                Creviced bent beam test, Chromium depletion layer, Phosphorus content, G phase
Keywords:

溶接継手の健全性確保に関する研究
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れているため，最近のBWRプラントの炉内構造物

ではSCCの発生を防止する目的で，182合金に替わ

り82合金が多く用いられる傾向にある。SCCは「材

料」，「環境」，「応力」の三要因が重なったときに生

じることが知られている。BWR炉水環境下の600合

金用溶接金属では，材料要因の一つとしてCr炭化

物の粒界析出に伴うCr欠乏層の形成が挙げられて

いる3-5）。182合金と82合金では溶接方法以外に規格

成分範囲も異なり，JIS規格のCr濃度範囲は，182

合金（JIS Z3224 DNiCrFe-3）で13-17mass%の濃度

範囲であるのに対し，82合金（JIS Z3334 YNiCr-3）

では18-22mass%となっており，82合金の方が182合

金よりCr濃度が高く規定されている。また，Nb濃

度においても，182合金では1-2.5mass%であるのに

対し，82合金では2-3mass%とJISで規定されており，

通常用いられる溶接金属では82合金の方が182合金

より高いNb濃度の場合が多い。Saitoら3）は，82合

金における柱状晶粒界のCr濃度は，182合金と比較

して高いことを示している。しかし，この原因が82

合金のCr濃度が高いことによるものか，またはNb

濃度の上昇によりCr炭化物の粒界析出に伴うCr欠

乏層の形成が抑制されたためか，どちらが有効かは

明らかにされていない。そのため，82合金のSCC感

受性が低い理由を明らかにして，182合金も含めた

600合金用溶接金属のSCC抑制条件を明らかにする

ことが重要である。

そこで本研究では，溶接金属中のCr濃度に着目

し，Cr濃度が82合金相当の182合金を作製して

BWR環境を模擬した高温高圧純水下において，加

速させたSCC試験によりCr濃度とSCC感受性との

関係を調査した。そして，その原因について主に金

属組織学的な観点から検討を加えた。

2......実験方法
2.1 評価試験体の作製

製作した試験体の溶接金属の化学組成を供試母材

とともにTable 1に示す。標準材（Standard）の化

学成分を基本として，Cr濃度が82合金の規格範囲

の下限側である高Cr材1（High Cr 1）と上限側の高

Cr材2（High Cr 2）の600合金用被覆アーク溶接試

験体を，被覆材の化学成分を調整して製作した。製

作した溶接継手の外観写真をFig. 1に示す。深さ

6mm，幅13mmの形状に開先加工した600合金板に

多パス積層による多重熱サイクルの影響を避けるた

め，１パスで被覆アーク溶接を行った。溶接条件は

溶接棒をプラス極として，直流で電流130A，電圧

25V，溶接速度1mm/sとした。製作した溶接試験体

にFig. 2で示すように620℃で20hrs保持の熱処理

（SR）と400℃で200hrs保持の低温熱時効（LTA）

を行った。前者の620℃のSRは，原子炉圧力容器の

製造時の応力除去焼鈍中にニッケル基合金溶接金属

が受ける熱履歴を模擬したもので，後者の400℃で

実施したLTA6），7）は，実機運転温度下で受ける熱履

歴の加速条件である。

Table 1　Chemical compositions of the weld metals and the base metal used (mass%)

Fig. 1　Appearance of welded joint of the Ni-base alloy 
             from which specimens for the CBB test were cut.

Fig. 2　Thermal cycle of the post weld heat treatment 
             consisting of stress relief tempering (SR) and low 
             temperature aging (LTA). 
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2.2 応力腐食割れ試験

原子力発電プラントの構造材料の応力腐食割れ

（SCC）感受性を評価する試験の一つに，隙間付き定

ひずみ曲げ（Creviced bent beam：以下CBB）試験8）

がある。溶接部は繰返しの熱履歴により一定量の熱

ひずみを生じることが知られているため，溶接部の

SCC感受性を評価する上で，CBB試験が広く行われ

る3-5），9），10）傾向がある。そのため，本研究ではCBB

試験によりSCC感受性を評価した。製作した試験体

の溶接始終端部を避け，ビード表面に近い位置から

板厚2mm，幅10mm，長さ50mmの試験片を，溶接

線垂直方向に溶接金属が中心となるよう採取した。

試験片のビード表面側に相当する10mm×50mmの

面をエメリ紙で1500番まで湿式研磨後，1μmのダ

イヤモンドペーストで鏡面に仕上げ，この面を試験

面とした。Fig. 3に試験片を治具にセットした時の

模式図を示す。600合金製の治具を用いて，試験片

表面に１%の曲げひずみと0.2mmの隙間が一様に付

与されるようセットした。CBB試験片数は，各条件

につき6枚とした。セットした治具を循環型の高温

高圧水試験装置の容器に入れ，BWRの運転温度に

相当する288℃で，試験圧力を8MPaとして1000hrs

浸漬した。ここで，容器の入口側の水質は，溶存酸

素量8ppm，導電率0.1μS/cm以下とした。浸漬後，

試験片に5%の曲げひずみを付与して割れを開口させ

た後，幅方向中央部の断面を鏡面に仕上げ，王水

（硝酸：塩酸：水＝1：1：2）を用いて腐食させた。

そして，Fig. 4に示すように溶接金属の割れ深さdを

測定して，試験片6枚中の最大深さを求めた。さら

に，別報11）と同様に深さが30 μm以上の割れを十

分に進展したSCCと判断し，試験片1枚当りの平均

割れ個数を求めた。

2.3 電気化学的手法を用いた耐粒界腐食性の評価

電気化学的再活性化法（DL-EPR法）により耐粒

界腐食性を評価した。溶接試験体の溶接金属中央か

ら10mm×10mmの面がビード表面となるように板

厚2mm，10mm×10mmの試験片を切り出した。そ

して，試験片の裏面側に銅線をはんだ付けし，ビー

ド表面のみが露出するようにアクリル樹脂で埋め込

み，これを試験電極とした。試料は3μmまでのダ

イヤモンドペーストまで湿式研磨して，計測時の隙

間腐食を防止するため，計測面の周囲をパラフィン

により被覆した後，万能投影機を用いて計測面積を

測定した。

Kuboら12）は，JIS G058013）におけるステンレス鋼

のDL-EPR法に用いる0.5mol/l硫酸（H2SO4）+0.01

mol/lチオシアン酸カリウム（KSCN）水溶液を182

合金に適用した場合，粒内に激しい腐食が生じて耐

粒界腐食性を適切に評価することが困難であると述

べている。しかし，KSCNに替えてチオアセトアミ

ド（CH3CSNH2）を用いると粒内腐食が軽減されて，

耐粒界腐食性をより適切に評価できることを報告し

ている。そのため，本研究ではKuboらの結果を参

考にして，0.25mol/l H2SO4+0.01mol/l CH3CSNH2水

溶液を電解液に用いた。500mlの電解液に30±1℃

で25ml/sの流量のアルゴンを1hr以上流すことによ

って脱気を行い，試験溶液とした。飽和カロメル電

極を照合電極として，自然電位からアノード方向に

1.67mV/sで電位を掃引させた。そして0.3V vs. SCE

で120s保持した後に電流値が0になるまで逆方向に
Fig. 3　Schematic set up of the CBB test.

Fig. 4　Definition of crack depth in weld metals 
             after the CBB test.
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同じ速度で電位を掃引させた。このときに得られた

電流値を計測面積で除して電流密度とした。なお，

計測中は電解槽の上部からアルゴンガスを流し続

け，試験溶液は毎回交換した。Fig. 5に計測結果の

一例を示す。自然電位である-0.33V vs.SCEからアノ

ード方向に電位を掃引させると電流密度が上昇して

活性態を示す。しかし，0.19V vs. SCEで電流密度が

急激に減少して不動態を示し，0.3V vs. SCEでは不

動態皮膜が試験片表面に形成される。そして，カソ

ード方向掃引時に不動態皮膜の形成が不十分な部位

は再活性化して電流密度が増加する。ここで，耐粒

界腐食性のパラメータとして再活性化率R(%)を求め

た。R値はアノード分極時の極大電流密度Iaと再活

性化時の極大電流密度Irの比で表わされる。

R= Ir / Ia×100・・・（1）

2.4 硬さ計測

2.2節の応力腐食割れ試験後のCBB試験片表面近

傍のマイクロビッカース硬さを荷重9.8Nで計測し

た。

2.5 引張試験

Fig. 1で示した溶接試験体より，板状の引張試験

片をビード表面側に寄せて，溶接線直交方向が荷重

引張方向となるように試験片を採取した。引張試験

片の形状をFig. 6に示す。標点間の領域全てが溶接

金属になるよう試験片を作製した。そして，精密万

能試験機を用いて大気中で試験温度288℃，標点間

ひずみ速度5×10-5s-1で引張試験を行った。

2.6 金属組織評価

溶接金属部の組織観察は光学顕微鏡，および電界

放出型透過型電子顕微鏡（FE-TEM）を用いて行っ

た。FE-TEMによる組織観察では，抽出レプリカ法

による析出物の同定，および薄膜試験片による柱状

晶粒界近傍の元素分布の分析を行った。加速電圧は

200kVで，元素分布の調査のためのEDS分析時のビ

ーム径は約1nmである。また，熱力学的平衡状態計

算ソフトウェアThermo-Calc14）Ver.SとSGTE固溶

体データベースVer.4（SSOL4）を用いて状態図を

作成し，観察された金属組織の評価を行った。

3......実験結果および考察
3.1 応力腐食割れ感受性に及ぼすCr濃度の影響

Fig. 7にAWでの高Cr材1に発生したSCCを示す。

発生したSCCは柱状晶粒界を起点として，柱状晶粒

界に沿って進展するIGSCCであり，AWでの高Cr

材2に発生したSCCも同様の傾向を示した。別報15）

Fig. 5　Relationship between current density and electric 
             potential during a DL-EPR test for a standard weld 
             metal in the as-welded state.

Fig. 7　Optical micrographs of SCCs observed in a cross 
            section of a CBB test specimen (high Cr 1 weld 
            metals in the as-welded state).

Fig. 6　Schematic diagram of the tensile test specimen.
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で示したように，標準材で観察されたSCCもIGSCC

となることから，本研究で用いた溶接金属に発生す

るSCCのほとんどはIGSCCだと言える。Cr濃度の

変化に伴う最大割れ深さをFig. 8に，試験片1枚当

りの平均割れ個数をFig. 9に示す。SR+LTA処理を

受けた溶接金属では，Cr濃度が14.8mass%の標準材

で高いSCC感受性を示した。しかし，82合金相当の

Cr濃度を有する高Cr材1と高Cr材2にSCCの発生

は見られず，SCC感受性は低かった。また，溶接の

まま（AW）ではCr濃度の増加でSCC感受性にほと

んど変化は見られず，割れ深さはSR+LTA処理を受

けた標準材と比較して浅く，個数も少なかった。し

たがって，182合金も82合金と同等のCr濃度にすれ

ばAW，SR+LTA処理を受けた場合ともにSCC感受

性は低いと判断できることから，82合金のSCC感受

性が182合金より低い理由の一つとして，Cr濃度が

182合金より高いことが考えられる。

3.2 Cr濃度と耐粒界腐食性との関係

3.1節で示したCr濃度とSCC感受性との関係を明

らかにするため，耐粒界腐食性に着目し，電気化学

的手法を用いて調査した。Fig. 10にCr濃度と再活

性化率R（式１参照）との関係を示す。AWではR

値は極めて低く，Cr濃度の増加でR値はほとんど変

Fig. 9　Effect of Cr contents on the number of SCCs more 
             than 30 μm in depth observed after the CBB test 
             in the as-welded specimens and specimens 
             subjected to the SR+LTA treatment.

Fig. 8　Effect of Cr contents on the maximum crack depth 
             observed after the CBB test in the as-welded 
             specimens and specimens subjected to the 
             SR+LTA treatment. 
 

Fig. 10　Effect of Cr contents on R value (see eq.(1)) for 
the as-welded specimens and specimens 
subjected to the SR+LTA treatment.

Fig. 11　Optical micrographs of weld metals observed 
after sweeping to cathode direction after 
maintaining for two minutes to 0.3V vs. SCE in 
the as-welded specimens and specimens 
subjected to the SR+LTA treatment.
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化しなかった。しかし，SR+LTA処理を受けるとR

値は25%近くに上昇し，Cr濃度の増加でR値はわず

かに低下する傾向が見られた。Fig. 11にR値と耐粒

界腐食性との関係を明らかにするため，0.3V vs.

SCEで120s保持により試験片表面に不動態皮膜を形

成させ，電流密度が0になるまでカソード方向に電

位を掃引させた後の表面観察結果を示す。AW，

SR+LTA処理を受けた場合ともにCr濃度の増加で

粒界腐食が軽減される傾向が見られた。したがって，

SR+LTA処理を受けた溶接金属がCr濃度の増加と

ともにR値が低下したのは粒界腐食の軽減によるも

のと考えられ，R値と耐粒界腐食性は相関があると

言える。このことから，別報11）で述べたように

SR+LTA処理を受けた標準材のSCC感受性が高いの

は，耐粒界腐食性が低いためと考えられる。しかし，

SR+LTA処理を受けた高Cr材1と高Cr材2では，

標準材よりR値で見た耐粒界腐食性はわずかに高い

程度であったが，SCC感受性は標準材より大幅に低

下した。

3.3 応力腐食割れ感受性と金属組織との関係

3.1節より，SR+LTA処理を受けた高Cr材1と高

Cr材2はほぼ同じSCC感受性を有していたことか

ら，標準材と高Cr材1とを比較して，SR+LTA処理

を受けた高Cr材1のSCC感受性が低い理由を検討し

た。一般にSCCは「材料」，「環境」，「応力」の三要

因が重なったときに発生することが知られている。

環境は一定の条件で試験しているため，「応力」が

SCC感受性に及ぼす影響について検討する。Fig. 12

にSR+LTA処理を受けた標準材と高Cr材1，および

AWでの高Cr材1の288℃での引張試験結果を示す。

SR+LTA処理を受けた高Cr材1の1%ひずみでの負

荷応力は253MPaであり，SR+LTA処理を受けた標

準材の273MPaと比較して，その差は僅か20MPa程

度であった。そのため，SR+LTA処理を受けた標準

材と高Cr材1の1%ひずみでの負荷応力に有意な差

は無く，CBB試験時の試験片表面に負荷されていた

応力はほぼ同じと判断できる。なお，AWの高Cr材

1は1%ひずみでの負荷応力が239MPaであり，高Cr

材1はSR+LTA処理を受けた場合，1%ひずみでの負

荷応力に大きな変化は見られなかった。Fig. 13に溶

接金属のCr濃度と硬さとの関係を示す。Cr濃度の

増加，およびSR+LTA処理の有無に関わらず硬さに

大きな変化は見られなかった。同じ600合金用溶接

金属で硬さがほとんど同じであれば，1%のひずみを

付与するのに要する応力はほぼ同じになることが想

定されるため，本研究で用いた溶接金属は，CBB試

験時の試験片表面に負荷される応力に有意な差は無

いと思われる。

以上より，SR+LTA処理を受けた高Cr材1と高

Cr材2のSCC感受性が低いのは，CBB試験時の試験

片表面に負荷される応力が特に低いためでは無いと

思われることから，SCCの三要因である「材料」の

要因から検討した。Fig. 14にSR+LTA処理を受け

た標準材の抽出レプリカによる柱状晶粒界のTEM

観察結果を示す。また，Fig. 15にSR+LTA処理を
Fig. 12　Stress-strain curves of weld metals at 561 K in 

air atmosphere.

Fig. 13　Effect of Cr contents on the hardness of the 
specimens in the as-welded state and those 
subjected to the SR+LTA treatment.
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受けた高Cr材1について示す。SR+LTA処理を受け

た標準材は，柱状晶粒界に大きさが0.1～0.5μmの

析出物が観察され，EDS分析と電子線回折像より，

C r を主体とした M 7C 3と同定された。一方，

SR+LTA処理を受けた高Cr材1は，柱状晶粒界に大

きさが0.1～0.5μmの析出物が緻密に析出している

のが観察され，EDS分析と電子線回折像より，Crを

主体としたM23C 6と同定された。したがって，

SR+LTA処理を受けた高Cr材1の柱状晶粒界に析出

する炭化物は，標準材と種類が異なった。この理由

を明らかにするため，Thermo-Calcを用いて状態図

を作成し，Cr濃度の増加に伴う炭化物の種類の変化

を調査した。Fig. 16に標準材，高Cr材1，および高

Cr材 2の平均化学成分であるNi-0 .062mass%C

-0.43mass%Si -5.19mass%Mn -0.011mass%P

-0.005mass%S -6.95mass%Fe -1.28mass%Nb

-0.5mass%Ti合金の状態図を示す。なお，計算結果

において微量のM3PとFeSが全領域に存在したが，

これらは組織観察で確認されなかったため，状態図

から除外した。SR温度に相当する620℃では，Cr濃

度が12.7mass%でM7C3からM23C6に炭化物の種類が

変化した。したがって，Cr濃度の増加で炭化物が

M7C3からM23C6に変化したのは，状態図から見て妥

当と判断できる。しかし，M7C3が析出した標準材の

Cr濃度は14.8mass%であり，状態図ではM23C6が存

在する。観察された炭化物と異なる理由として，柱

状晶粒界近傍では凝固偏析によりCr濃度が平均濃度

より低くなる場合があること，さらに炭化物の種類

の変化を定量的に把握するにあたり，本計算では十

分な精度が得られない可能性がある。Fig. 17に

SR+LTA処理を受けた標準材と高Cr材1の柱状晶粒

界近傍におけるCr濃度分布を，FE-TEMにより

EDS分析した結果を示す。なお，両溶接金属の柱状

Fig. 14　TEM micrograph observed in a standard weld 
metal subjected to the SR+LTA treatment. The 
diffraction pattern, which could be indexed as 
(10 3 1) plane of M7C3, was taken from the field 
indicated by the arrow in the bright field image.

Fig. 15　TEM micrograph observed in a high Cr 1 weld 
metal subjected to the SR+LTA treatment. The 
diffraction pattern, which could be indexed as 
(1 1 2) plane of M23C6, was taken from the field 
indicated by the arrow in the bright field image.

Fig. 16　Phase diagram of the Ni-0.062mass%C  
-0.43mass%Si -5.19mass%Mn -0.011mass%P  
-0.005mass%S -6.95mass%Fe -1.28mass%Nb  
-0.5mass%Ti system alloy.
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晶粒界近傍のCr濃度差を明確に示すため，30mass%

までを表示している。高Cr材1はM23C6が柱状晶粒

界で緻密に析出し，分析領域に炭化物が含まれたた

めに柱状晶粒界の Cr 濃度が上昇し，最大で

72.9mass%を示した。柱状晶粒界近傍の最低Cr濃度

は，SR+LTA処理を受けた標準材で3mass%，高Cr

材1では10mass%になっており，高Cr材1の方が標

準材より柱状晶粒界近傍の最低Cr濃度が高くなる傾

向が見られた。したがって，SR+LTA処理を受けた

溶接金属がCr濃度の増加でSCC感受性が低下した

理由として，柱状晶粒界近傍の最低Cr濃度が上昇し

たことが考えられる。Hamadaら16）の報告によると，

600合金では改良ASTM G28試験（沸騰させた硫

酸＋硫酸第二鉄水溶液に浸漬）により，Cr濃度が

14mass%未満で耐食性が劣るとしている。さらに，

Briantら17）は600合金で沸騰硝酸試験を行い，炭化

物の析出によりCr濃度が12mass%以下になると耐

粒界腐食性が大幅に低下するとしている。しかし，

本研究のSCC試験条件では，硬さがFig. 13で示した

程度であれば，柱状晶粒界近傍の Cr 濃度が

10mass%以上でSCCの発生は抑制されると考えられ

る。

3.4 SR+LTA処理を受けた高Cr材1と高Cr材2の

SCC感受性がAWより低い理由

Fig. 8，および9で示したように，高Cr材1と高

Cr材2はAWにおいてSCCの発生がわずかに認めら

れたが，SR+LTA処理を受けた場合にSCCは発生せ

ず，SCC感受性はAWよりさらに低下する傾向が見

られた。Fig. 12より，高Cr材1のCBB試験時の試

験片表面に負荷される応力はAW，およびSR+LTA

処理を受けた場合ともにほぼ同じと見なせることか

ら，柱状晶粒界近傍のCr濃度に着目した。Fig. 18

に高Cr材1のAWにおける柱状晶粒界近傍のCr濃

度分布を，FE-TEMによりEDS分析した結果を示す。

柱状晶粒界から10nmの領域でCr欠乏が生じ，柱状

晶粒界の平均Cr濃度は12.9mass%であった。Fig. 19

に高Cr材1のAWにおける抽出レプリカによる柱状

晶粒界のTEM観察結果を示す。柱状晶粒界に大き

Fig. 17　Distribution of Cr contents across grain 
boundaries in standard and high Cr 1 weld 
metals subjected to the SR+LTA treatment.

Fig. 18　Distribution of Cr contents across a grain 
boundary in a high Cr 1 weld metal of the as-
welded state.

Fig. 19　TEM micrograph observed in a high Cr 1 weld 
metal of the as-welded state. The diffraction 
pattern, which could be indexed as (1 0 1) plane 
of M23C6, was taken from the field indicated by 
the arrow in the bright field image.
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さが0.1μmの析出物が観察され，EDS分析と電子

線回折像より，Crを主体としたM23C6と同定された。

したがって，高Cr材1は溶接時にM23C6が柱状晶粒

界に析出し，その周囲にCr欠乏が生じて柱状晶粒界

のCr濃度が12.9mass%まで低下したと考えられる。

しかし，3.3節で示したように，柱状晶粒界のCr濃

度が10mass%以上であればSCCは抑制されることか

ら，高Cr材1のAWではSCCの発生を抑制するのに

十分なCr濃度を有している。そのため，高Cr材1

がSR+LTA処理を受けるとAWよりさらにSCC感

受性が低下するのは別の要因が考えられることか

ら，SCCが発生しなかったSR+LTA処理を受けた高

Cr材1の柱状晶粒界を詳細に観察して，その理由を

明らかにすることを試みた。Fig. 20にSR+LTA処

理を受けた高Cr材1の抽出レプリカによる柱状晶粒

界のTEM観察結果を示す。柱状晶粒界にM23C6とほ

ぼ同じ大きさである0.1～0.5μmの析出物がM23C6

の近傍で析出しているのが観察され，EDS分析と電

子線回折像より，この析出物はNi16(Cr, Mn)6Si7（G相）

と同定された。そして，EDS分析よりG相から高濃

度のPが検出された。Fig. 21に高Cr材1のAWでの

柱状晶粒界近傍におけるP濃度分布を，FE-TEMに

よりEDS分析した結果を示す。AWでは柱状晶粒界

でP濃度がわずかに高くなり，柱状晶粒界にPが偏

析する傾向が見られた。また，AWでは柱状晶粒界

近傍にG相の析出は見られなかったことから，柱状

晶粒界に偏析したPがSR+LTA処理を受けて析出し

たG相に取り込まれたものと考えられる。これまで

に，溶接金属中のP濃度の増加によりSCCの進展速

度が速まることが報告7）されていることから，柱状

晶粒界に偏析したPはSCC感受性に対して悪影響を

及ぼす可能性がある。したがって，柱状晶粒界のCr

濃度が10mass%以上であるにも関わらず高Cr材1の

AWにSCCがわずかに発生したのは，柱状晶粒界に

偏析したPの寄与が考えられる。そして，柱状晶粒

界に偏析したPがSR+LTA処理を受けて析出したG

相に取り込まれたため，SR+LTA処理を受けた高

Cr材1のSCC感受性はAWよりさらに低下したもの

と考えられる。なお，SR+LTA処理を受けた標準材

の柱状晶粒界にG相の析出は見られなかった。その

ため，Fig. 10で示したようにCr濃度の増加に伴うR

値で見た耐粒界腐食性の上昇はわずかであったが，

SCC感受性が大幅に低下した理由の一つとして，G

相析出によるPの取り込みが挙げられるであろう。

一方，Fig. 8とFig. 9で示したように，高Cr材2の

SCC感受性はAW，SR+LTA処理を受けた場合とも

に高 Cr 材 1 とほとんど同じであることから，

SR+LTA処理を受けた高Cr材2は高Cr材1と同じ

機構でSCC感受性がAWより低下したと考えられ

る。
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Fig. 21　Distribution of P contents across a grain 
boundary in a high Cr 1 weld metal of the as-
welded state.

Fig. 20　TEM micrograph observed in a high Cr 1 weld 
metal subjected to the SR+LTA treatment. The 
diffraction pattern, which could be indexed as 
(1 0 1) plane of Ni16(Mn,Cr)6Si7 (G phase), was 
taken from the field indicated by the arrow in 
the bright field image.
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以上より，G相は柱状晶粒界に偏析するPを取り

込む効果があり，G相の析出でSCC感受性はさらに

低下することが明らかとなった。

4......結　論

本研究では，182合金ベースでCr濃度を変化させ

た被覆アーク溶接試験体を製作し，溶接のまま

（AW）と実機溶接部で適用される応力除去焼鈍を想

定した620℃での熱処理，および実機使用温度の加

速条件を想定した400℃での低温熱時効から成る熱

処理（SR+LTA）を与え，288℃の高温高圧純水環

境下での応力腐食割れ（SCC）試験を行い，SCC感

受性に及ぼすCr濃度の影響を調査したものである。

以下に得られた結果をまとめる。

（1）182合金も82合金と同等のCr濃度にすれば

AW，SR+LTA処理を受けた場合ともにSCC感

受性は低かった。したがって，82合金のSCC感

受性が低い理由の一つとして，Cr濃度が182合

金より高いことが挙げられる。

（2）SR+LTA処理を受けた溶接金属の柱状晶粒界

近傍の最低Cr濃度は，SCC感受性が高いCr濃

度が14.8mass%の溶接金属で3mass%，SCCの

発生が見られないCr濃度が18.5mass%の溶接金

属で10mass%となり，Cr濃度の増加で柱状晶粒

界近傍の最低Cr濃度が高くなった。したがって，

SR+LTA処理を受けた溶接金属がCr濃度の増

加でSCC感受性が低下した理由として，柱状晶

粒界近傍の最低Cr濃度が上昇したことが考えら

れる。

（3）SR+LTA処理を受けたCr濃度が18.5mass%の

溶接金属の柱状晶粒界では，Crを主体とする

M23C6とともにNi16(Cr, Mn)6Si7（G相）が析出し

た。G相から高濃度のPが検出されたことから，

柱状晶粒界に偏析したPがSR+LTA処理を受け

て析出したG相に取り込まれたため，SR+LTA

処理を受けたCr濃度が18.5mass%の溶接金属は

AWよりさらにSCC感受性が低下したと考えら

れる。
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研究報告 

1......緒　言

低合金鋼製の原子炉圧力容器はNi基合金により内

面クラッド溶接が施される。クラッド溶接部の長期

健全性評価におけるSCCき裂進展評価のためには，

残留応力分布を精度よく把握することが重要であ

り，その方法の一つとしてFEM（有限要素法）解

析が用いられる。低合金鋼の溶接熱影響部はAc1変

態点温度以上に加熱されるため相変態する。相変態

するため溶接残留応力に及ぼす影響が大きいと考え

られる熱膨張係数，降伏応力，加工硬化係数の材料

物性値も変化する。しかしながら，FEM解析によ

り残留応力を評価する場合，これらの相変態による

材料物性値の変化，特に冷却時の変化を考慮して解

析を行った報告例は，必ずしも多くない。本研究で

は，低合金鋼母材とNi基合金の異材クラッド溶接部

の溶接中の低合金鋼溶接熱影響部の溶接熱サイクル

を測定し，その溶接熱サイクルにおける熱膨張係数

及び降伏応力，加工硬化係数を測定し求めた。低合

金鋼溶接熱影響部の相変態を考慮した熱膨張係数，

降伏応力，加工硬化係数を用いて残留応力解を行い，

これら材料物性値が低合金鋼溶接熱影響部の溶接残

留応力に及ぼす影響についての感度解析を行った。

2......クラッド溶接試験体の作製

溶接試験体はFig. 1に示すように，167×226×

410mmの低合金鋼SQV2Aにサブマージアーク溶接

によりNi基600合金を2層6パス積層し作製した。

Table 1に用いたSQV2Aの化学組成を示す。溶接条

件は，幅75mmの帯状電極を用い電流1250A，電圧

溶接・非破壊検査技術センター 
 

水野亮二，西川　聡 

相変態を考慮したクラッド溶接部の残留応力解析 
 
 

Residual stress analysis considering phase transformation for cladding

Low alloy steel transforms phases on welding thermal cycle. Mean thermal expansion 
coefficient, yield stress and work hardening coefficient were measured on simulated welding 
thermal cycle for low alloy steel. Based on these results, physical properties taking account of 
phase transformation were determined for residual stress analysis. Using these physical 
properties, residual stresses for dissimilar metal cladding with low alloy steel base metal and 
Ni-based alloy weld metal were analyzed. Residual stress of heat affected zone using thermal 
expansion coefficient with phase transformation was compressive, but one using the 
coefficient without phase transformation was tensile.

              : Residual stress, cladding, low alloy steel, phase transformation, 
                heat affected zone (HAZ)
Keywords:

溶接継手の健全性確保に関する研究

Fig.1　Weld sample for cladding.
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27V，溶接速度18cm/min，予熱116℃，パス間温度

141℃である。溶接時に低合金鋼の溶接熱サイクル

を熱電対を用いて測定した。Fig. 2に1層目を溶接し

た時の低合金鋼の溶接熱サイクルを示す。

3......材料物性値の測定

測定した溶接熱サイクルを基に，低合金鋼部が溶

接中に受ける2パスの溶接熱サイクルを検討し，

種々の2パスの熱サイクルを付与した時の熱膨張係

数及び引張特性を測定した。Fig. 3に物性値測定時

の熱サイクルの一例を示す。熱膨張係数の測定は，

熱サイクル付与時の試験片の伸びを測定し求めた。

熱膨張係数の測定では，試験体作製時の熱サイクル

（800～500℃までの平均冷却速度2.7-3.2℃/s）に加

えて，それより速い冷却速度（30-80℃/s）の熱サイ

クルにおいても行った。Fig. 3中のプロットは引張

特性測定のための引張試験を実施した時を示す。引

張試験は熱サイクルを付与し，熱サイクル過程で試

験温度に達した後，温度を保持し保持後10s以内に

引張試験を開始し，3.3×10 -3/sのひずみ速度で行っ

た。Fig. 4に熱膨張係数の測定結果の一例を示す。

第1サイクルのピーク温度が1350℃の熱サイクルに

おける伸びの変化は，加熱過程では775℃でγ変態

が開始し850℃で終了するが，冷却過程ではそれよ

り低温の500℃でベイナイト変態が開始し400℃で

終了した。また，第2サイクルのピーク温度1000℃

の熱サイクルにおいては，加熱過程での変態温度は

ピーク温度1350℃の場合と同様であるが，冷却過程

の変態開始温度は異なった。このように加熱過程と

冷却過程では変態温度が異なり，ピーク温度に対し

て冷却過程での変態開始温度は異なるので，これら

の影響を考慮して各々の過程で測定された熱膨張係

数を決定する必要がある。

Fig. 5に測定結果を基に決定した平均線膨張係数1

（α1）を示す。冷却過程において変態開始温度のピ

ーク温度依存性を考慮し，ピーク温度1350℃で変態

開始温度を500℃とし，ピーク温度850で変態開始

温度を550℃とした。その間の温度では，ピーク温

度に比例した変態開始温度となる。775℃と850℃間

のピーク温度では，その間の温度比に応じて，加熱

過程と冷却過程の平均線膨張係数を比例配分した。

試験体作製時の熱サイクルを基に決定したα1では

冷却速度に大きな差が無く変態開始温度も大きな差

が無いと考えられるので，冷却速度依存性は考慮し

なかった。しかしながら，冷却速度が大きく異なる

場合は，ピーク温度が同じでも冷却速度によって変

態開始温度は異なる。Fig. 6は試験体作製時の熱サ

イクルより速い冷却速度における平均線膨張係数２

（α2）である。α1での冷却速度は800℃から500℃

までの平均で2.7～3.2℃/sでありベイナイト変態で

あるのに対して，α2は30～80℃/sの冷却速度であ

りマルテンサイト変態に相当する。

Fig. 7に引張試験における応力―ひずみ線図の一

例を示す。加工硬化係数はひずみ1%と2%を通る直

線の傾きとし，降伏応力はこの直線と弾性域の近似

直線の交点の応力として求めた。Fig. 8に第１サイ

クルの冷却過程で測定した降伏応力を示す。降伏応

力はピーク温度に対して種々変化し，室温での降伏

応力は異なり，従って，その後の熱サイクルにおけ

る加熱過程の降伏応力も変化してくる。多重熱サイ

クルにおいてはピーク温度の履歴によっても降伏応

力は種々変化すると考えられる。本研究では，これ

らの影響を簡略化して，残留応力は冷却過程での降

伏応力の影響が大きいことと室温での降伏応力が最

も高いピーク温度1350℃からの冷却過程での降伏応

力を基に決定した。Fig. 9に解析で用いる降伏応力

を示す。初期の降伏応力は図中赤線であり，ピーク

Table 1　Chemical composition of SQV2A. (wt%)

C 
0.2

Si 
0.27

Mn 
1.47

Ni 
0.66

Mo 
0.55

P 
0.01

S 
0.008

Fig.2　Thermal cycle on welding 1st layer.
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Fig.3　An example of simulated thermal cycle. Fig.4　An example of measurement results of thermal 
            expansion. 
 

Fig.5　Thermal expansion coefficient 1(α1). Fig.6　Thermal expansion coefficient 2(α2).

Fig.7　An example of stress-strain curves. Fig.8　Yield stress on cooling for 1st cycle. 
 

Fig.9　Yield stress(σy1). Fig.10　Work hardening coefficient(H'1).
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温度がAc3変態点温度である850℃以上に達しない

場合は，降伏応力は赤線のままとし，850℃以上加

熱された場合，降伏応力は図中青線となり，以後の

熱サイクルのピーク温度に関係なく青線のままとし

た。Fig. 10に示す加工硬化係数も同様に決定した。

4......残留応力解析

Fig. 1のクラッド溶接試験体の３次元FEモデルを

Fig. 11に示す。試験体は２層６パスであるが，FEM

モデルでは 2層 2パスとした。解析にはQuick

Welderを用いた。平均線膨張係数は，Fig. 5及び

Fig. 6のα1及びα2と冷却時の相変態を考慮しない

α3（Fig. 5中の赤線）の３通り，降伏応力及び加工

硬化係数は，σy1，H'1と相変態を考慮しないσy2，

H'2（Fig. 9，10中の赤線固定）の２通り用い，全部

で６通りの残留応力解析を行った。なお，すべての

解析で等方硬化則を用い，アニール温度を800℃と

した。熱伝導解析では，試験体作製時に測定した熱

サイクルと解析の熱サイクルが同等になるように熱

効率を設定し，行った。

Fig. 12に溶接線平行方向の残留応力の一例を示

す。相変態を考慮したα1を用いた結果では，溶接

熱影響部は圧縮残留応力であるのに対して，相変態

を考慮しないα3を用いた結果では，引張残留応力

であった。Fig. 13及びFig. 14に3通りの平均線膨張

係数及び2通りの降伏応力を用いて解析した板厚方

向溶接部中央の溶接線直交方向及び溶接線平行方向

の残留応力分布をそれぞれ示す。冷却過程の相変態

を考慮しない熱膨張係数の場合，低合金鋼溶接熱影

響部は引張応力であるのに対して，相変態を考慮し

た場合，相変態するピーク温度775℃以上の領域に

おいて応力は低下し，熱影響部直下では圧縮応力と

なり，残留応力分布の傾向は異なった。降伏応力の

影響に関して相変態を考慮した方が熱影響部の残留

応力は異なるが，同じ平均線膨張係数を用いた場合，

Fig.11　3D FEM model for cladding. 

 Fig.13 Transverse residual stress.

(a) Yield stress with phase transformation. (b) Yield stress without phase transformation.

Fig.12　Contour diagram of longitudinal residual stress.
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残留応力分布の傾向は同じであった。

5......まとめ

本研究では，クラッド溶接時に低合金鋼が受ける

熱サイクルを計測し，この熱サイクルを基にして熱

膨張係数と引張特性を測定し，解析に用いる物性値

を決定した。

冷却過程の相変態を考慮した熱膨張係数を用いた

場合，低合金鋼溶接熱影響部は圧縮残留応力となり，

考慮しない場合と比べて大きく傾向が異なる。相変

態を考慮した降伏応力を用いた場合の低合金鋼溶接

熱影響部の圧縮残留応力は，考慮しない場合と比べ

て残留応力値は異なるが，残留応力分布の傾向には

大きく影響しなかった。

6......あとがき

本研究は，（独）原子力安全基盤機構よりの請負事

業（経済産業省交付金事業「ニッケル基合金異材溶

接部のき裂進展評価技術検証（FDM）」）の一部とし

て実施した“異材溶接部の温度履歴試験”の成果1），2）

を引用した。
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Fig.14　Longitudinal residual stress.

(a) Yield stress with phase transformation. (b) Yield stress without phase transformation.
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研究報告 

1......まえがき

ASME（ American Society of Mechanical

Engineers）の Boiler & Pressure Vessel Code Sec.

I-2008A1）及びPressure Piping Code B31.1-2008A2）の

円筒殻の厚さ計算式に継手強度低減係数（Weld

Strength Reduction Factor）が導入された。この継

手強度低減係数は厚さ計算式中の許容引張応力に継

手効率と共に乗じる係数として扱われ，この係数を

考慮して円筒殻の設計を行うと，その厚さが増大す

る。この係数の開発は近年の高クロム鋼配管長手溶

接部でのType IVき裂による蒸気漏えい事故に鑑み

て行われたものであり，我が国におけるGr. 122及

びGr. 91の損傷事例を踏まえて調査が行われた『高

クロム鋼の長時間クリープ強度低下に関する技術基

準適合性調査』3．4，5）での検討結果も，この係数の開

発の参考にされた。

クリープによる損傷に関連してASME規格で最初

に継手強度低減係数を導入した規格はB31.3-20046）

であった。B31.3，302.3.5(e)の継手強度低減係数の規

定によれば，継手強度低減係数（W）は全ての材料

に対して同様に設定され，950 deg-F（510℃）まで

の温度ではW=1.0で，1,500 deg-F（815℃）で

W=0.5であって，この間の温度では内挿して継手強

度低減係数を決めることとされた。

このB31.3規格における溶接継手の長時間クリー

規格基準室 
西日本支部 
 

吉田和夫，佐藤長光 
大石勇一 
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プ強度の低減の考慮はASME Sec. III subsec. NH

（高温用クラス１機器設計規格）7）に既に導入されて

いたクリープ破断強度係数（Stress Rupture Factor）

を踏まえて行われた8）。このクリープ破断強度係数

は溶接金属での長時間クリープ強度減少を考慮して

設定されたものであったが，B31.3規格で継手強度

低減係数を設定した当時には溶接部（溶接熱影響部）

のクリープ試験データが不足していたことから，こ

れらのデータを用いて継手強度低減係数を設定した

ことは安全側の設計を行うためには適切なものであ

ったといえる。B31.1規格に導入された継手強度低

減係数はB31.3規格の規定内容を踏まえて設定され

たものではあるものの，その規定内容はB31.3 規格

での規定内容とは異なるものであった。本小文では，

B31.1規格の継手強度低減係数の設定で考慮された

実プラントにおけるクリープ損傷事例や高クロム鋼

溶接継手の長時間クリープ破断強度データと継手強

度低減係数との対応を改めて示すと共に，この規定

が工学的にも合理的であることを示すものである。

2......ASME B31.1規格の厚さ計算式

ASME B31.1規格はボイラ外部配管を含む発電設

備用の配管の設計規格であり，その最小厚さは内圧

に対して設計マージン（3.5）を考慮して（1）式で決

定される。

（1）

tm：最小厚さ（mm）

P：設計圧力（MPa）

Do：外径（mm）

S：許容引張応力（MPa）

E：長手継手の効率

W：継手強度低減係数

y：温度依存パラメータ

A：付け代

（1）式は発電用火力設備に関する技術基準の解釈

（以下，火技解釈と云う。）9）に引用の JIS B8201

（2005）「陸用鋼製ボイラ－構造」の蒸気管の最小厚

さの計算式と同様な式であって，その蒸気管の式に

継手強度低減係数（W）を考慮したものである。

（1）式のWはB31.1, Table 102.4.7に与えられ，その

概略は表1に示すとおりである。表1のオーステナ

イト系ステンレスの継手強度低減係数Wは950 deg-

FでW=1.0で，1,500 deg-FでW=0.5である規定は，

既に示したとおりB31.3, 302.3.5(e)の規定と同様であ

る。しかしながら，その他のWの値については，

B31.3の当初の規定とは異なったものとなっている。

（1）式には継手強度低減係数の他にもクリープに

関連する係数として温度依存パラメータ（y）が導

入されているが，このパラメータはクリープ温度域

での計算厚さを内圧クリープ試験結果と合わせるた

めに導入されたものである10，11）。

3......B31.1規格の継手強度低減係数

B31.1規格の継手強度低減係数の開発はB31.3規格

に導入された継手強度低減係数を踏まえて行われた

ものであるが，規格化までの間に様々な検討が行わ

表1　継手強度低減係数（ASME Piping Code, B31.1, Table 102.4.7） 

Carbon (N) 
Carbon (SC) 
CrMo 
CSEF (N+T) 
CSEF (SC) 
Austenitic 
 
 
Carbon: Carbon Steel（炭素鋼） 
CrMo: 0.5Cr-0.5Mo, 1Cr-0.5Mo, 1.25Cr-0.5Mo-Si, 2.25Cr-1Mo, 3Cr-1Mo and 5Cr-0.5Mo 
CSEF: Creep Strength Enhanced Ferritic Steel 
Austenitic: Austenitic Stainless including 800H and 800HT 
N: Normalizing     SC: PWHT at Sub Critical Temperature    N+T: Normalizing + Tempering PWHT

温度（deg-F） 
700 
1.00 
1.00 
… 
… 
… 
… 

750 
0.95 
0.95 
… 
… 
… 
… 

800 
0.91 
0.91 
1.00 
… 
… 
… 

850 
ー 
ー 
0.95 
… 
… 
… 

900 
ー 
ー 
0.91 
… 
1.00 
… 

950 
ー 
ー 
0.86 
1.00 
0.73 
1.00

1000 
ー 
ー 
0.82 
0.95 
0.68 
0.95

1050 
ー 
ー 
0.77 
0.91 
0.64 
0.91

1100 
ー 
ー 
0.73 
0.86 
0.59 
0.86

1150 
ー 
ー 
0.68 
0.82 
0.55 
0.82

1200 
ー 
ー 
0.64 
0.77 
0.50 
0.77

1250 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
0.73

1300 
 
 
 
 
 
0.68

1350 
ー 
 
ー 
ー 
ー 
0.64 
 

1400 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
0.59

1450 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
0.55

1500 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
0.50
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れている。また，規格化の後も導入された継手強度

低減係数の検証も行われている。以下に，B31.1規格

の継手強度低減係数の設定が工学的に合理的と判断

されることについて検討した結果示す。

3.1 米国におけるCr-Mo鋼損傷事例の解析

1985年にMohave発電所，1986年にMonro発電所

のCr-Mo鋼製の高温再熱蒸気管で大規模な長手溶接

部の損傷が発生した。これらの損傷を含めて，少な

くとも30例の同様な損傷がGr. 11（1.25Cr-0.5Mo鋼），

Gr. 12（1Cr-0.5Mo鋼）及びGr. 22（2.25Cr-1Mo鋼）

で1979年から2000年の間に発生していて，損傷まで

の運転時間は約70千時間から約278千時間であっ

た。これらの事例の損傷解析の結果，損傷は長時間

クリープ損傷によるものであって，これらの損傷デ

ータはLarson-Miller Parameter（LMP）で整理でき

ることが示された12）。

30件の損傷データをGr. 11及びGr. 12の16件とGr.

22の14件の損傷データに分けてLMPで整理して得

た各々の回帰式を横軸LMP，縦軸B31.1応力（（2）式

参照）の対数で示した結果を図1に示した。

（2）

σ t：B31.1周方向応力

Ro：損傷した管の外半径

tpipe：損傷した管の厚さ

図1によれば，Gr. 11，Gr. 12及びGr. 22の損傷の

傾向（運転応力とLMPの間の関係）は概ね同等であ

ることが分かる。他方，例えば，1,000 deg-Fでの

Gr. 11及びGr. 22の許容引張応力を比較すれば，前

者が6.3 ksiで，後者が8.0 ksiであり，運転応力を許

容引張応力で除した値の観点では，母材強度の影響

があると云える。

Gr. 11高温再熱蒸気管の代表的な運転温度を975

deg-Fとして図1に示した関係から20万時間での継

手強度低減係数（許容引張応力=8.8 ksi）を求める

と0.8686が得られる。また，Gr. 22高温再熱蒸気管

の代表的な運転温度を1,050 deg-Fとして図1に示し

た関係から20万時間での継手強度低減係数（許容引

張応力=5.7 ksi）を求めると0.7613が得られる。

これらの継手強度低減係数（Gr. 11及びGr. 22の

プロット）及びB31.1規格のCr-Mo鋼の継手強度低

減係数をプロットした結果を図2に示す。図示のと

おり米国で発生した30例の長手溶接部の損傷事例か

ら解析して得た継手強度低減係数はB31.1規格のCr-

Mo鋼の継手強度低減係数の値（図中の破線）とよ

く一致し，実プラントのCr-Mo鋼製高温再熱蒸気管

長手溶接部の損傷を合理的に説明できる。図中には

米国の火力発電プラントの中の約9.5％のプラントか

ら得られたGr. 11及びGr. 22のクリープ損傷等のデ

ータから長手溶接部のクリープ損傷Rateを計算し

て，その値から継手強度低減係数を推定した値（Gr.

11 & 22, by Foulds）13）を併せて示した。この値は保

守的な損傷Rateから推定された値であるが，上述と

同様にB31.1規格のCr-Mo鋼の継手強度低減係数の

値（図中の破線）は良い推定結果であると判断する

ことができる。この損傷Rateの導出では非保守的な

図1　米国Gr.11, Gr.12及びGr.22長手溶接部の損傷データ
のLarson-Miller Parameter表示 

LMP/1000 

図2　B31.1規格のCr-Mo鋼のWSRFと米国損傷データから 
　　　推定した強度低減の比較 
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損傷Rate又は平均的な損傷Rateも求めていて，平

均的な損傷Rateから推定される継手強度低減係数

は概ね0.925である13）。

3.2 ASME B31.3の継手強度低減係数

B31.3, 302.3.5(e)の継手強度低減係数（W）が全て

の材料に対して同様に設定され，950 deg-F（510℃）

までの温度ではW=1.0で，1,500 deg-F（815℃）で

W=0.5であって，この間の温度では内挿して継手強

度低減係数を決めることとされていることを既に示

した。この規定を設定した根拠はASME Sec. III,

subsec. NHに規定のクリープ破断強度係数（Stress

Rupture Factor）に寄ったものである8）。図3～図5

にASME Sec. III, subsec. NHに規定のクリープ破断

強度係数とB31.3, 302.3.5(e)の継手強度低減係数を比

較して示した。図3には2.25Cr-1Mo鋼及び9Cr-1Mo-

V鋼の溶接金属のクリープ破断強度係数が示される

が，B31.3規格の継手強度低減係数（図中の赤実線）

は高温側の9Cr-1Mo-V鋼の溶接金属のクリープ破断

強度係数に近い値であって，保守的に設定されてい

るとは云えない。

図4に示したAlloy 800Hの溶接金属のクリープ破

断強度係数の点からも，B31.3規格の継手強度低減係

数（図中の赤実線）は保守的に設定されているとは

云えない。そして，図3の場合と同様にAlloy 800H

の溶接金属の高温側のクリープ破断強度係数に近い

値となっている。図5にはType 304及びType 316

の溶接金属のクリープ破断強度係数が示されるが，

B31.3規格の継手強度低減係数（図中の赤実線）は同

様に保守的に設定されているとは云えない。また，

溶接金属の選定が適切でない場合には，継手強度低

減はかなり大きくなることから，溶接部の設計面で

の配慮が必要であることが分かる。そして，図3の

場合と同様に，B31.3規格の継手強度低減係数は比較

的高温側のType304のクリープ破断強度係数に近い

値となっている。

B31.3規格の継手強度低減係数が保守的ではないに

も関わらず設定された大きな理由は，同様にASME

Sec. III subsec. NHのクリープ破断強度係数から継

手強度低減係数を推定して規格化されたCode Case

N-25314）に規定の継手強度低減係数（Reduction

Factors）を参照して設定したためである。CC N-

253での継手強度低減係数の設定にあっては，鋼種

毎にクリープ強度低下が生じない温度を次のとおり

設定した上で，ASME Sec. III subsec. NHのクリー
図3　ASME Sec. III-NHに規定のCr-Mo鋼溶接金属の 
　　　SRFとB31.3のWSRFの比較 

図4　ASME Sec. III-NHに規定のAlloy 800H溶接金属の 
　　　SRFとB31.3のWSRFの比較 

図5　ASME Sec. III-NHに規定のステンレス鋼溶接金属の 
　　　SRFとB31.3のWSRFの比較 
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プ破断強度係数を採用した。

(a) 2.25Cr-1Mo鋼　　　　　 900 deg-F

(b) 9Cr-1Mo鋼 1,000 deg-F

(c) Type 304及び316鋼　　 950 deg-F

(d) Alloy 800H 1,100 deg-F

これらの温度は概ね許容引張応力が非クリープ強

度支配となる温度に相当している。また，2.25Cr-

1Mo鋼の950 deg-Fにおける継手強度減少係数は0.96

であることから，B31.3規格では継手強度低減係数の

簡単化のために，全ての材料に対して950 deg-F

（510℃）までの温度ではW=1.0と設定したものであ

る8）。そして，概ね1,000から1,400 deg-Fの温度域で

の全ての材料（溶接金属の選定が適正でないステン

レス鋼のクリープ破断強度係数を除いた全ての材

料）の継手強度低減を平均的に示す直線の傾きを求

めて，B31.3規格において1,500 deg-F（815℃）で

W=0.5として規定したものである。

3.3 国内高クロム鋼データとの比較

平成16年度及び17年度に『高クロム鋼の長時間

クリープ強度低下に関する技術基準適合性調査』が

行われ，高クロム鋼の許容引張応力の低い側への見

直し提案，継手強度低減係数の提案他がなされた。

許容引張応力の見直し案は平成18年10月までに火

技解釈に反映された。他方，提案された継手強度低

減係数については，火技解釈に引用のJIS B8201

（2005）の蒸気管の最小厚さの計算式は(3)式に示すと

おりであり，式中に継手強度低減係数が導入されて

いないことから，火技解釈へのこれの直接引用はし

ないこととされた。

（3）

t：最小厚さ（mm）

P：最高使用圧力（MPa）

d：外径（mm）

σα：許容引張応力（MPa）

η：長手継手の効率

k：温度依存パラメータ

α：付け代

この継手強度低減係数を考慮せず高クロム鋼蒸気

管を設計することは非保守的となることから，この

規定を民間規格JEAC 3701-200715）に規定し，実質的

に高クロム鋼蒸気管の設計に反映されるように計ら

れた。

民間規格JEAC 3701-2007に規定のGr. 91及びGr.

122の継手強度低減係数をB31.1規格の継手強度低減

係数と比較して図6に示した。図中のB31.1平行移動

線がB31.1規格のPara. 132に規定の溶接後熱処理

（PWHT：Post Weld Heat-treatment）を行った

CSEF（SC）の継手強度低減係数である。この平行

移動線はPara. 132に規定のPWHTを行った高クロ

ム鋼の継手強度低減係数を保守的に推定するもので

あって，B31.3, 302.3.5(e)の継手強度低減係数を踏ま

えて規定されたB31.1規格の高クロム鋼のクリープ

強度低減係数としては保守的過ぎるが合理的である

と判断される。

3.4 Cr-Mo鋼及び炭素鋼の継手強度低減係数

図2及び図3に示したとおり，高クロム鋼を除く

Cr-Mo鋼の継手強度低減係数はB31.1規格に規定の

値が合理的なものと判断できる。炭素鋼の継手強度

低減係数に関するデータはないことから，B31.1規格

ではB31.3規格の継手強度低減係数を低温側に平行

移動して設定している。具体的には，Cr-Mo鋼にお

いて800 deg-FでW=1.0で，炭素鋼では700 deg-Fで

W=1.0とした。この理由はASTM A333炭素鋼管を

含めて，材料の許容引張応力がクリープ強度支配と

なる最低の温度が700 deg-Fであることに依存する。

ASTM A135炭素鋼管他では，この温度が750 deg-F

となっているものの，ASME B&PV規格を含めて，

図6　JEAC 3701-2007に規定のGr.91及びGr. 122の 
　　　WSRFとB31.1のWSRFの比較 



研究報告 

溶接・非破壊検査技術センター　技術レビュー Vol.7 2011

技術基準・規格化に関する調査研究

炭素鋼に関しては，700 deg-Fまでの温度域を非ク

リープ温度域，700 deg-Fを超える温度域をクリー

プ温度域と概して考えることが通常であることか

ら，炭素鋼に関する平行移動は概ね合理的と判断さ

れる。

3.5 Gr.91鋼のN+T処理材の継手強度低減係数

Gr.91鋼のPWHT材の継手強度低減係数について

は図6に示したとおり，B31.1規格のCr-Mo鋼の継手

強度低減係数よりも大きな値となる可能性が示唆さ

れるが，高クロム鋼として包括的に低い継手強度低

減係数が与えられていることは既に示した。図7に

ASME Sec. III subsec. NH, 9Cr-1Mo-V鋼の溶接金属

のクリープ破断強度係数とB31.1規格のCr-Mo鋼の

継手強度低減係数を比較して示した。高温側で9Cr-

1Mo-V鋼の溶接金属のクリープ破断強度係数は比較

的大きな値を示す。また，Gr. 91鋼のN+T材の継手

強度低減係数はPWHT材の継手強度低減係数より良

好であり，母材と同等程度まで回復すると報告さ

れた16，17）ことから，B31.1規格ではCr-Mo鋼の継手

強度低減係数を平行移動して，高温側の9Cr-1Mo-V

鋼の溶接金属のクリープ破断強度係数まで引き上げ

ている。この引き上げが保守的であることは，図7

に併記した平成16年度『高クロム鋼の長時間クリー

プ強度低下に関する技術基準適合性調査』3）からも

裏付けられる。

ここで議論したN+T処理については火技解釈第

10章の溶接後熱処理（PWHT）には規定のないもの

であるが，ここでのN処理はA3変態点以上の温度

に保持した後，空冷，T処理はその後引き続きA3変

態点未満の温度に保持した後，除冷する方法である。

この熱処理は母材調達時と同等の熱処理を溶接後に

改めて行うものであって，この熱処理によって溶接

部を母材とほぼ同等の機械的性質に回復させるもの

である。

3.6 ステンレス鋼等の継手強度低減係数

ステンレス鋼及びAlloy 800Hの継手強度低減係数

はB31.3規格の継手強度低減係数を採用したもので

ある。図8に溶接金属の選定が適切なステンレス鋼

及びAlloy 800HのASME Sec. III subsec. NHの溶接

金属のクリープ破断強度係数に加えてB31.1規格の

Cr-Mo鋼及びB31.3規格の継手強度低減係数を示し

た。B31.3規格の継手強度低減係数の箇所でも示した

とおり，950 deg-Fまでの温度が非クリープ強度支

配と考え，概ね1,000から1,400 deg-Fの温度域での

平均的なクリープ破断強度低減を採用すると前提に

立てば，B31.3規格の継手強度低減係数をステンレス

鋼等に適用することは工学的には合理的と判断され

る。

4......まとめ
B31.1, Table 102.4.7に規定の継手強度低減係数の

設定及びその工学的な合理性に関して検討を行っ

た。加えて，その検討の前提としてB31.3規格の継

手強度低減係数の設定における工学的判断の合理性

について検討した。上述の検討の結果のまとめを次

に示す。

（1）B31.3-2004規格の継手強度低減係数は全ての

52

図7　ASME Sec. III-NHの9Cr鋼溶接金属のWSRFと 
　　　B31.1のWSRFの比較 

図8　 ASME Sec. III-NHに規定のステンレス鋼及び 
　　　Alloy800H溶接金属のSRFとB31.3のWSRFの比較 
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材料に対する平均的なクリープ破断強度として

は合理的と判断された。

（2）B31.1-2008A規格のCr-Mo鋼の継手強度低減

係数は米国実プラントCr-Mo鋼長手溶接部のク

リープ損傷事例を概ね良好に説明でき，PWHT

を受けたCr-Mo鋼の継手強度低減係数として合

理的と判断された。

（3）B31.1-2008A規格の高クロム鋼の継手強度低

減係数は我が国の高クロム鋼溶接部のクリープ

試験結果を保守的に推定するものである。

PWHTを受けた高クロム鋼の継手強度低減係数

としては保守的ではあるものの，工学的な合理

性はあると判断された。

（4）B31.1-2008A規格のN+T処理された高クロム

鋼の継手強度低減係数は我が国のN+T処理し

たGr.91溶接部のクリープ試験結果を保守的に

推定するものである。

（5）B31.1-2008A規格の炭素鋼及びステンレス鋼

の継手強度低減係数の設定には大きな工学的判

断がなされたものであるが，現時点では合理的

なものと判断された。

本検討で参照したB31.3規格は2004年版であり，

上述のとおり継手強度低減係数はPara. 302.3.5(e)に規

定されているが，B31.3-2008ではB31.1-2008Aと同様

に継手強度低減係数は材料毎に異なる値となってい

る。それらの値についてはTable 302.3.5を参照願い

たい。

【追記】この小文では，ASME B31.1規格の継手強

度低減係数に関して検討する目的から，米国での

技術検討時に用いられた単位系を用いて検討を行

った。そのため，温度についてはdeg-F，応力に

ついてはksi表示を採用した。これらの単位系の

使用についてはこの様な解説小文であっても適切

ではないとの指摘を受けるかも知れないが，米国

での検討を直接理解するため，読者の寛容さを持

って許容されることを願うものである。
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1......まえがき

発電用火力設備の技術基準の解釈（以下，火技解
釈と云う。1）において，溶接施工法試験で使用した試
験材の厚さ（以下，試験材の厚さという。）をTと
すれば，試験で判定基準に適合した溶接施工法で溶
接することが出来る母材の厚さ（以下，認証される
母材の厚さと云う。）の上限は2Tとなる。この規定
はASME Sec. IX規格 2）Q-105の規定を基本としたも
のであり，3/4in.（19mm）以下の厚さの母材を突合
せ溶接で行う場合には3/8in.（10mm）の厚さの試験
材で溶接施工法試験を行うことに基づいたものであ
った。
認証される母材の厚さは確認項目の基本である

が，その基本が火技解釈とその源流規格である

ASME Sec. IXとで異なったものになっている。本
小文は，認証される母材の厚さに関するASME Sec.
IX規格2010年版 3）における規定を概説し，その規定
内容の工学的合理性について検討したものである。

2......ASME Sec. IX規格の変遷

ASME Sec. IX規格は1941年に発行された溶接規
格 4）（溶接施工法及び溶接士に関する規格）が最初の
ものであって，それ以前にASME Sec. VIII5）に規定
されていた溶接に関する規定を主体に編集・発行さ
れたものである。溶接に関する規定は 1927年版の
ASME Sec. VIIIに追加されたRule for the Fusion
Process of Welding6）が最初であった。この規定は
1930年版で詳細化され，これを踏まえてASME Sec.

規格基準室 
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Iでも1931年に溶接の規定が追加された。その一方
で，溶接の規定は当時既に設置されていた溶接に関
する委員会で検討されていたことから，その内容を
設計・建設規格であるASME Sec. IやASME Sec.
VIIIから分離して発行し，これらによる相違を無く
すことを目的にASME Sec. IXが編集・発行された
のであった。

ASME Sec. IX規格は1962年版の発行以降，大き
く変化し，溶接施工法試験の確認項目（ASME Sec.
IXでは確認項目をWelding Variablesと云う。）も大
きく変化した。上述の試験材の厚さと認証される母
材の厚さについても変化を遂げ，2010年版のASME
Sec. IX4）では，その内容の大部分はQW-403「母材」
に規定されている。QW-402「溶接継手」には溶接
継手形状に関する確認項目が規定されているが，
QW-290.4に規定のテンパービード溶接の溶接施工法
確認項目においては，QW-402.23及び402.24で認証
される厚さについての規定が 2004年版で追加され
た。しかしながら，上述のとおり，大部分はQW-
403に規定されていることから，ここではQW-403を
中心に議論を進める。

QW-403.1には溶接施工法の確認項目である「母材
のP番号」の変更について溶接施工法の再認証が必
要であると規定されている。QW-403.1を含めて24
種類の確認項目の要素の区分が与えられている。加
えて，溶接施工法試験材に溶接後熱処理（ASME
Sec. IXでは溶接後熱処理をQW/QB-492でAny heat
treatment subsequent to weldingと定義している。）
が施工される場合には，厚さに係る内容について
QW-407の規定も満足する必要がある。QW-407には
溶接後熱処理に関連した確認項目の要素の区分が与
えられている。
認証される母材の厚さに関連した規定は短絡移行
モードのガスメタルアーク溶接（GMAW）に関して，
QW-403.10にも規定されているが，本小文ではQW-
403及びQW-407の規定に関して被覆アーク溶接を中
心に言及し，議論を簡単化している。

3......被覆アーク溶接における試験材の厚さ

被覆アーク溶接における認証される母材の厚さに
関する確認項目はQW-403.6，QW-403.8及びQW-

403.9である。
QW-403.8の規定が認証される母材の厚さに関する
基本的な規定であり，試験材の厚さと認証される母
材の厚さの関係を表1及び図1に火技解釈と比較し
て示した。この表1及び図1はQW-451.1を適用して
突合せ継手で溶接施工法試験を行った場合の関係を
示すものである。具体的には，試験材の厚さTが
1/16in.（1.5mm）未満の場合には認証される母材の
厚さはT～2Tであり，火技解釈の場合に認証され
る厚さが 2Tとなることとは異なっている。また，

表 1　試験材の厚さと認証される母材の厚さ 
 試験材の厚さ 

 T 
 in. (mm) 

T <1/16 (1.5) 
1/16 (1.5) ≦ T ≦ 3/8 (10) 
3/8 (10) < T < 1-1/2 (38) 
1-1/2 (38) ≦ T ≦ 6 (150) 

6 (150) < T 
 

認証される母材の厚さ in. (mm)
ASME 火技解釈 

最大 
2T 
2T 
2T 
2T 
2T

最小 
T 

1/16 (1.5) 
3/16 (5) 
3/16 (5) 
3/16 (5) 

 

最大 
2T 
2T 
2T 

8 (200) 
1.33T 

 

図 1-b　試験材の厚さと認証される母材の厚さ 
（試験材の厚さ 0 ～ 3/4 in. 部分の拡大） 

図 1-a　試験材の厚さと認証される母材の厚さ 
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試験材の厚さが 1/16in.（1.5mm）以上，3/8in.
（10mm）以下の場合には認証される母材の厚さは
1/16in.（1.5mm）～2Tとなる。更に，試験材の厚さ
が3/8in.（10mm）を超え，3/4in.（19mm）未満の場
合には認証される母材の厚さは3/16in.（5mm）～2T
となる。
試験材の厚さが更に厚くなり1-1/2in.（38mm）以
上，6in.（150mm）以下の場合には認証される母材
の厚さは3/16in.（5mm）～8in.（200mm）となり，
試験材の厚さが6in.（150mm）を超える場合には認
証される母材の厚さは3/16in.（5mm）～1.33Tとなる。
試験材の厚さが6in.（150mm）を超える場合に認

証される母材の厚さを1.33Tと規定した理由は，試
験材の厚さが1-1/2 in.（38mm）から6in.（150mm）
以下の場合に認証される母材の最大厚さを 8in .
（200mm）としたことに由来する。
試験材の厚さが1/16in.（1.5mm）未満の場合の規
定は薄い母材の溶接は厚い母材の溶接とは異なり，
溶接条件を制限して行われることから規定されたも
のであり，合理的な規定である。このため，試験材
の厚さが厚い場合に薄い母材の溶接が認証されない
ことは当然の帰結となる。
認証される母材の厚さの上限である 2Tについて

は溶接施工法認証の合理化のためにASME Sec. IX
の規定に盛り込まれたものであることから，ここで
は議論の対象としない。

QW-403.6には溶接部に溶接後熱処理が施工されな
い場合であって衝撃試験が要求される場合におけ
る，認証される母材の厚さが規定されている。
認証される母材の最小厚さは，試験材の厚さT又
は5/8in.（16mm）の何れか小さい厚さとなる。そし
て，試験材の厚さが1/4in.（6mm）未満の場合には
認証される母材の最小厚さは0.5Tとなる。この規定
は厚い方の側を制限せずに非安全側の規定に見える
が，溶接後熱処理が必要とされない範囲の厚い母材
の溶接施工法と薄い母材の溶接施工法を分け，溶接
熱影響部の品質を的確に担保するものとしての規定
と考えれば，合理的なものである。具体的には，炭
素鋼（P-1）を予熱無し，溶接後熱処理無しで溶接す
る場合を考えれば，この規定が合理的であることが
理解できる。すなわち，溶接後熱処理の免除条件は
炭素鋼（P-1）の突合せ溶接の場合には厚さ19mmま

でである。したがって，厚さ16mmで溶接施工法試
験を行った場合に認証される母材の厚さの範囲は16
～19mmとなり，試験材の厚さ毎に細かく溶接施工
法を分けて，溶接熱影響部の品質を担保する規定で
あることが分かる。

QW-403.9には何れかの溶接パス（溶接層）の厚さ
が1/2in.（13mm）を超えた場合においては認証され
る母材の厚さを試験材の厚さTの1.1Tとすることが
規定されている。この規定は大入熱溶接を制限して
認証すると同時に，大入熱溶接と小入熱溶接との組
合せの溶接施工法を制限して認証するものである。

4......冷却速度に及ぼす試験材の厚さの影響

表 1及び図 1に示したとおり試験材の厚さが 1-
1/2in.（38mm）未満の場合と1-1/2in.（38mm）以上
の場合では，認証される母材の厚さの上限が大きく
異なる。これについて，溶接アークを移動線熱源と
仮定して，溶接入熱が溶接熱影響部に及ぼす影響を
考慮して検討した。
移動線熱源の温度θにおける冷却速度（CR）は

（1）式のとおり示すことができる 7）。

（1）

k：熱拡散率（cm2/sec）
c：比熱（cal/g・℃）
ρ：密度（g/cm3）
h：板厚（cm）
Q：単位長さあたりの入熱（cal/cm）
θ0：初期温度（℃）

（1）式から540℃における冷却速度に及ぼす試験材
厚さの影響を示すと図2を得ることができる。同図
より試験材の厚さが厚くなると冷却速度は速くな
り，炭素鋼や低合金鋼の溶接熱影響部が硬化するこ
とが示唆される。他方，母材が炭素鋼（P-1）であっ
て，その厚さが1-1/2in.（38mm）を超える場合には，
溶接部に必ず溶接後熱処理が施工されることから，
認証される母材の厚さの上限が緩和できる規定は合
理的であると云える。すなわち，溶接熱影響部に溶
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接後熱処理が施工されない厚さに関しては，認証さ
れる母材の厚さを制限するものである。
溶接熱影響部に溶接後熱処理が施工されない厚さ
に関しては，認証される母材の厚さを制限し，その
上限を2Tとすることが必ずしも合理的でないこと
は，QW-403.6の規定で示した。母材が低合金鋼（P-
3）であって，母材の厚さが5/8in.（16mm）以下の
場合には，溶接後熱処理を免除するために95℃以上
の予熱が必要とされる。これは，認証される母材の
厚さの上限である2Tの溶接熱影響部の組織を制御
するものであり，2Tが的確な指標であるかは別にし
て工学的には適正である。

5......溶接後熱処理に係る規定

表 1及び図 1で試験材の厚さが 1-1/2in.（38mm）
以上の場合に，認証される母材の厚さの上限が大幅
に緩和される規定が溶接後熱処理に関連すること
は，前項で示したとおりである。その溶接後熱処理
の規定は1930年版のASME Sec. VIIIに採用された
規定であって，溶接部を 595℃以上の温度で 1in.
（25mm）当たり1時間の熱処理を行うことを課した
ものであった。当時の溶接後熱処理は応力除去
（Stress Relieving）として規定されたもので，溶接
部における脆性破壊防止の観点で規定されたもので
あった。既に示したとおり，ASME Sec. IX規格に
おける溶接後熱処理は溶接後の全ての熱処理（Any
heat treatment subsequent to welding）であって，
その熱処理が溶接部の強度等に影響を及ぼすと思わ
れる場合には，その溶接後熱処理の条件が認証され
る母材の厚さに影響を及ぼすこととしている。

QW-407.1は溶接後熱処理に関連した確認項目の要
素の区分の基本で次のとおり規定され，溶接後熱処
理の区分の変更があった場合には溶接施工法確認試
験が必要となる。
a 母材の区分がP-1からP-6及びP-9からP-15Fの場
合には，次の溶接後熱処理の区分が適用される。
（1）溶接後熱処理なし
（2）下部変態点以下の溶接後熱処理
（3）上部変態点を超える溶接後熱処理
（4）上部変態点を超える溶接後熱処理＋下部変態
点以下の溶接後熱処理

（5）上部変態点と下部変態点の中間域での溶接後
熱処理

b 他の全ての材料の場合には，次の溶接後熱処理の
区分が適用される。
（1）溶接後熱処理なし
（2）特定の温度での溶接後熱処理

QW-407.1の下部変態点とは炭素鋼の場合にA1変
態温度で約720℃である。上部変態点とはA3変態温
度で0.15％Cの炭素鋼では約850℃である。したが
って，下部変態点以下の温度での溶接後熱処理とは
ASME Sec. I, PW-39又はASME Sec. III Subsec.
NB，NB-4620に規定の温度での溶接後熱処理である。
すなわち，火技解釈の別表第21に規定の温度での溶
接後熱処理である。他方，QW-407.1の上部変態点を
超える温度での溶接後熱処理は，低合金鋼溶接部を
当該温度から空冷すれば，焼ならしとなる。また，
上部変態点を超える温度の溶接後熱処理に引続き下
部変態点以下の温度で溶接後熱処理を行う操作は，
低合金鋼溶接部に対しては焼入れ焼戻し又は焼なら
し焼戻しとなる。
このQW-407.1の規定による溶接後熱処理を行う

場合であって，溶接後熱処理温度が上部変態点を超
える場合の試験材の厚さと認証される母材の厚さに
ついては，QW-407.4に規定されている。

QW-407.4は試験材の母材の区分がP-7（フェライ
ト系ステンレス鋼），P-8（オーステナイト系ステン
レス鋼）又はP-45（鉄ニッケルクロム合金）以外の
鉄鋼材料である場合に，試験材が上部変態点を超え
る温度で溶接後熱処理された時の認証される母材の
厚さを規定している。この場合の認証される母材の

図 2　試験材の厚さと冷却速度 
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厚さは試験材の厚さTの1.1Tと規定している。試験
材の種類が炭素鋼（P-1）であるとすれば，上部変態
点を超える温度で試験材はオーステナイト化され
る。この温度から空冷（焼ならし）されれば，試験
材の性質は溶接後熱処理前とは大きく異なったもの
になる。この温度から水冷（焼入れ）されれば，試
験材はマルテンサイト変態して硬化する。硬化の程
度は冷却速度によって影響を受け，試験材の厚さが
厚くなればマルテンサイト変態の開始前にフェライ
トやパーライトが生成し，焼入れによる硬化が期待
できなくなる。したがって，上部変態点を超える温
度での溶接後熱処理を行う場合には，試験材の組織
のコントロールの観点で，冷却速度が遅くなる側の
制限として，認証される母材の厚さを1.1Tとしてい
る。
火技解釈では上部変態点を超えた溶接後熱処理に
関連した規定がなく，上述の規定はASME規格に限
定されたものである。高強度材にあって，その溶接
熱影響部を母材と同様にコントロールするニーズが
ある場合には，この上部変態点を超えた溶接後熱処
理が必要なケースが生じる。このようなニーズに対
応するため，ASME Sec. IX, QW-407.1に対応する規
定は必要であり，認証される母材の厚さを試験材の
厚さの1.1倍にする規定は倣うべきものと思われる。
また，ASME Sec. I，Table PG-26には，CSEF鋼
（クリープ強度を高めたフェライト系鋼：高クロム
鋼）に対するN＋T熱処理（焼ならし焼戻し）が規
定されていて，我が国でも高クロム鋼溶接部に対し
て焼ならしが施工される可能性が無いとは限らな
い。この様な溶接後熱処理を施工する場合の認証さ
れる母材の厚さの規定を明確にすることも今後必要
と思われる。
試験材の母材の区分がP-7，P-8又はP-45の場合の
制限はASME Sec. IXには規定がない。ASME Sec. I，
PW-39及びASME Sec. III Subsec. NB，NB-4620に
よれば，P-7には溶接後熱処理温度が規定されてい
て，P-8又はP-45に対する溶接後熱処理は必要とは
されていないし禁止もされていない規定となってい
る。P-7の熱処理後の冷却速度は，熱時効脆化の防
止の観点で急冷が規定されているものの，QW-407.4
と同様な規定はされていない。P-8又はP-45の溶接
後熱処理として想定されるものは，溶接熱影響部の

固溶化熱処理又は固溶化焼なましである。前者の溶
接後熱処理では，溶接熱影響部に析出したCr炭化物
をマトリックスに固溶化させる操作を行うが，この
溶接後熱処理は製造者が溶接部の品質向上のために
自ら行う熱処理である。ASME Sec. IXでは，この
溶接後熱処理については製造者のデモの結果を踏ま
えて施工すべきものであって，溶接後熱処理の有無
についてはQW-407.1で要素の区分としているが，
認証される母材の厚さについてはデモの結果を踏ま
えて，QW-451.1の規定の範囲で製造者が設定するも
のとなる。このようなデモにおいて，試験材の厚さ
Tに対して，認証される母材の厚さが2Tとなるかは
冷却速度の観点で困難な場合が多いと予測される。
したがって，安全側に考えれば，認証される母材の
厚さはTとなり，工学的に判断すれば，CSEF鋼に
対するN+T処理と同様に1.1Tも選択肢である。

6......溶接できる母材の厚さ

ASME Sec. IX規格における認証される母材の厚
さについて上記に示したが，薄い母材を溶接する条
件は厚い母材を溶接する条件とは明らかに異なり，
前者では溶接条件を狭い範囲にコントロールするこ
とから，試験材の厚さが一定の値を下回る場合に認
証される母材の厚さの範囲がT～2Tとなることは
合理的であると判断された。試験材の厚さが1-1/2in.
（38mm）を超える場合に認証される母材の厚さの範
囲の上限が緩和されることについては，溶接部に溶
接後熱処理が要求されることから合理的であると判
断された。
溶接部に溶接後熱処理が施工されない場合であっ

て，試験材に衝撃試験が要求される場合の規定は，
溶接後熱処理の免除条件を勘案して考えると合理的
ではある。一方，図2に示した540℃における冷却
速度に及ぼす試験材の厚さの影響によれば，溶接入
熱が小さい場合には試験材の厚さが3/4in.（19mm）
では冷却速度が150℃/sに達する可能性がある。こ
の様な冷却速度では試験材が炭素鋼（P-1）の場合に
は硬さがHV300を超える可能性もある。したがって，
試験材の厚さを3/8in.（10mm）とした場合に認証さ
れる母材の厚さが1/16in.（1.5mm）～3/4in.（19mm）
となる事実を考えると，合理的であると云うよりは，
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7......あとがき

火技解釈の溶接施工法で認証される母材の厚さの
範囲はASME Sec. IXの溶接施工法で認証される母
材の厚さの範囲とは異なっている。この相違は
ASME Sec. IXの溶接施工法の確認試験方法が，
1962年以降大きく変化したことが主な原因である。
ASME Sec. IXの認証される母材の厚さについて概
説したが，現行のASME Sec. IXの規定は概ね合理
的であると判断された。火技解釈においても，実際
に溶接される厚さに適した溶接施工法試験で確認さ
れた方法で溶接することは合理的であるし，また，
従来とは異なる溶接後熱処理（上部変態点を超える
温度での溶接後熱処理）に対応する認証される母材
の厚さの規定を設けることは合理的であると判断す
ることができた。火技解釈の溶接施工法によって認
証される母材の厚さの適正化が進むように願うもの
である。
【追記】本小文では，ASME Sec. IX規格について
検討するため，試験材の厚さ等についてはインチ
を用いた。ただし参考のためミリメートルも併記
した。ここでの単位換算値は，ASME Sec. II
NONMANDATORY APPENDIX Cによる。した
がって，換算値では，必ずしも正確な値が示され
ていない箇所がある。インチでの標記を基本にし
て頂きたい。
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6）American Society of Mechanical Engineers,
Boiler and Pressure Vessel Code, Sec. VIII,
Unfired Pressure Vessels, Rule for the Fusion
Process of Welding, 1927.

7）佐藤邦彦，向井喜彦，豊田政男，溶接工学，理
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（SCC）き裂の検出 
 
放射光CTによるステンレス銅中SCCき裂の検出とサイ 
ジング 
 
 
横波入射によるき裂周りの超音波の挙動 
 
 
 
 

学協会名等 開催日時・場所 発表者等 発表テーマ名 

﹇
非
破
壊
﹈ 

平成19年度 
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第6回NDE国際会議の 
Proceeding 
 
 
INTEMAG’ 2008 
(The International Magnetics 
Conference) 
 
日本鉄鋼協会春季大会 
 
 
 
日本非破壊検査協会 
学術セミナー 
 
International Symposium on 
Research for Aging Manage- 
ment of Light Water Reactors 
and Its Future Trend 
 
16th International conference 
on the Computation of 
Electromagnetic Fields 
(Aachen, Germany) 
 
13th International Symposium 
on Applied Electromagnetics 
and Mechanics (Michigan, 
USA)  
 
 
 
日本保全学会「材料劣化診断 
技術に関する調査研究」及び 
「非破壊検査技術調査研究」 
分科会合同会合 
 
日本保全学会 
第4回学術講演会 
 
 
 
 
平成19年度  溶接学会 
秋季全国大会 
 
大阪大学接合科学研究所 
共同研究成果発表会 
 
 
第191回溶接冶金研究委員会 
 
 
Eighth International Confe- 
rence on Creep and Fatigue 
at Elevated Temperatures 
 
5th International Conference 
on Advances in Materials 
Technology for Fossil Power 
Plants 
 
火力原子力発電大会 
 
 
日本保全学会第1回検査・評価・ 
保全に関する連携講演会 
 
 
 

2007/10/8-10 
ハンガリー（ブタペスト） 
 
 
2008/5/4-8 
スペイン（マドリッド） 
 
 
2008/3/27 
武蔵工大 
世田谷キャンパス 
 
2008/4/23 
東工大 
 
2007/10/22-10/23 
福井国際交流会館 
 
 
 
2007/6/24-28 
ドイツ （アーヘン） 
 
 
 
2007/9/9-12 
米国 
（ミシガン州立大学） 
 
 
 
 
2007/11/29 
（東京理科大学） 
 
 
 
2007/7/3 
福井大学 
（文京キャンパス） 
 
 
 
2007/9/19 
信州大学 
 
2007/11/29 
大阪大学 
接合科学研究所 
 
2008/1/31-2/1 
科学技術館 
 
2007/7/22 
米国（サンアントニオ） 
 
 
2007/10/4  
Marco Island Marriott 
Resort, Golf Club, 
and Spa 
 
2007/10/18 
サンポートホール高松 
 
2008/1/16 
東京大学 
 
 

古村一朗 
古川　敬 
 
 
程　衛英 
古村一朗 
 
 
程　衛英 
中東重雄 
古村一朗 
 
古川　敬 
古村一朗 
 
古村一朗 
古川　敬 
 
 
 
程　衛英 
古村一朗 他 
 
 
 
程　衛英 
古村一朗 
 
兼本　茂 
程　衛英 
古村一朗 
 
程　衛英 他 
 
 
 
 
西川　聡 
中田志津雄 
堀井行彦 
古村一朗 
山口篤憲 
 
中田志津雄 
西川　聡 他 
 
西川　聡 
堀井行彦 他 
 
 
西川　聡 
堀井行彦 
 
吉田和夫 
中井裕丈 
福田　南 
 
吉田和夫 
佐藤長光 
 
 
 
米山弘志 
杉林卓也 
 
米山弘志 
杉林卓也 
 
 

Verification of the Simulation Code for Analyzing 
UT Wave Propagation Using Poto-elastic Visuali- 
zation System. 
 
Eddy Current Measurement for the Characteriza- 
tion of Depth and Conductivity of a Conductive 
Plate 
 
電磁気手法による金属材料による劣化診断―SQV2A 
低合金鋼の照射損傷について 
 
 
超音波探傷検査技術の動向 
 
 
Recent Progress of UT Inspection Technique on 
Piping Weld and the Role of Wave Propagation 
Modeling 
 
 
Numerical Evaluation of the Depth of Branched- 
off Cracks using Eddy Current Testing Signals 
 
 
 
Electromagnetic Characterization of PWHT of 
9Cr-Mo Weldment 
 
Depth Sizing of Complex Shape Cracks using 
ECT Signals 
 
 
電磁気手法による金属材料の塑性変形の検出に 
関する試行試験 
 
 
 
圧縮残留応力付与部の熱時効による応力緩和挙動 
 
 
 
 
 
差込み継手の溶接変形・残留応力の検討 
（その1）（その2） 
 
ニッケル基合金溶接金属の高温高圧純水環境下の 
応力腐食割れ 
 
 
改良9Cr-1Mo鋼溶接金属の靭性影響因子と電気化学 
計測を用いた簡易評価方法の提案 
 
Regulatory Review Results on Design Allowable 
Stress values of Creep Strength Enhanced 
Ferritic Steels 
 
Study of Performance Requirements and Con- 
struction Rule for 700 degree-C Class Advanced 
USC Plant 
 
 
PD研修の内容及び成果報告 
 
 
PD研修の内容及び成果について 
 
 

学協会名等 開催日時・場所 発表者等 発表テーマ名 

﹇
溶
接
﹈ 

﹇
非
破
壊
﹈ 

 

﹇
規
格
・
基
準
﹈ 
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論文等表彰 
氏名 受賞名等 機関等・受賞日 

青野健二郎 
 
 
 
 
 
 
西川　聡 
 
 
 
 
西川　聡 
 
 
 
志波光晴 
西川　聡 
米山弘志 
山口篤憲 
 
青野健二郎 
 
 
水野亮二 
 
 
 
 
 
 
 
粂　亮一 
志波光晴 
 
 
 
関野晃一 
 
 
 
 
 
 
古村一朗 
古川　敬 
 
 
 
 
 
 
 
大北　茂 
 

平成13年度 
新進賞 
 
 
 
 
 
平成13年度 
溶接学会 
研究発表賞 
 
 
平成14年度 
科学技術奨励賞 
 
 
技術賞開発奨励賞 
 
 
 
 
「火力原子力発電」 
掲載論文賞 
 
平成15年度 
木原奨励賞 
 
 
 
 
 
 
優秀論文賞 
 
 
 
 
平成18年度 
新進賞 
 
 
 
 
 
平成19年度 
第4回学術講演会 
第1回産学協同 
セッション 
銅賞 
 
 
 
 
溶接学術振興賞 

（社）日本非破壊検査協会 
平成13年5月31日 
（NDI協会春季大会） 
 
 
 
 
（社）溶接学会 
平成14年4月25日 
 
 
 
（社）日本高圧力技術協会 
平成14年5月24日 
 
 
（社）日本溶接協会 
平成14年5月29日 
 
 
 
（社）火力原子力発電技術協会 
平成14年9月25日 
 
（財）溶接接合工学振興会 
平成16年5月13日 
 
 
 
 
 
 
（社）火力原子力発電技術協会 
平成17年10月12日 
 
 
 
（社）日本非破壊検査協会 
平成18年10月27日 
（NDI協会秋季大会） 
 
 
 
 
NPO法人日本保全学会 
平成19年7月3日 
 
 
 
 
 
 
 
（社）溶接学会 
平成20年4月9日 
 
 

受賞内容 

本賞は，平成１３年度に行なわれたNDI協会大会での発
表の中から，特に優れた発表を行なった若手研究者に与
えれる賞である。 
受賞対象論文： 
「溶接金属内部欠陥とUT及びRTによる非破壊信号量
との関係」 
 
35歳未満の若手研究者に対する賞で，発表論文「熱処
理条件の非破壊的評価手法の検討－局部PWHT溶接
部の性能評価に関する研究（第1報）」に対して与えられ
たものである。 
 
若手研究者に対する賞で，発表論文「鋳造2相ステンレス
鋼の溶接熱影響部の熱時効評価―第1・2報―」に対し
て与えられたものである。 
 
研究成果報告「交流磁化法による施工後の溶接熱処理
温度評価」に対して受賞したものである。 
 
 
 
論文「斜角探触子の距離振幅特性曲線と欠陥検出能
力の評価」に対して受賞したものである。 
 
本賞は，毎年1回，溶接接合工学の分野における新進気
鋭の原則として３５歳以下の研究者，技術者に授与され
るもので，（財）溶接接合工学振興会会員，関連団体及
び理事会の推薦によるものである。 
今回原子炉圧力容器等原子力プラント溶接部の品質保
証溶接施工法に係る研究開発に関する論文、学会発表
等に対して受賞したものである。 
 
優秀論文表彰は，平成１７年度に会誌「火力原子力発
電」に掲載された論文の中から，優秀であった論文に対
して授与されるもので「高Ｃｒ鋼の交流磁化法によるクリー
プ損傷評価技術の開発」が対象となった。 
 
本賞は，平成１８年度に行なわれたNDI協会大会での発
表の中から，特に優れた発表を行なった若手研究者に
送られる賞である。 
受賞対象論文： 
「光干渉法と超音波可視化法を併用した手法によるき裂
の評価」 
 
産学協同セッションは，『研究者が提案する研究成果を商
品とみなし，企業や国などを購買者と位置づけ，研究成果
を売買する市場を保全学会が提供するという市場原理
に近い新しい試み』として初めて開催されたものである。
当センターは，超音波探傷シミュレーション技術を「実機探
傷で得られるエコー群が，欠陥かどうかの評価を可能に
する技術」として発表し，非常に完成度の高い技術として
銅賞を授与されたものである。 
 
本賞は，溶接学会会員として永年にわたり優れた学術業
績を積まれ，所属支部の活性化にその識見を発揮し溶接
の学術振興に大きく貢献した者として贈呈されたもので
ある。 
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氏名 受賞名等 機関等・受賞日 

西川　聡 
 
 
 
 
 
 
関野晃一 
古川　敬 
 
 
 
 
関野晃一 
 
 
 
 
 
 
 
西川　聡 

平成19年度 
溶接冶金研究委員会 
優秀研究賞 
 
 
 
 
平成19年度 
学術奨励賞 
 
 
 
 
第12回技術研究会 
奨励賞 
 
 
 
 
 
 
平成21年度 
溶接学会論文奨励賞 

（社）溶接学会 
平成20年5月14日 
 
 
 
 
 
（社）日本非破壊検査協会 
平成20年5月21日 
 
 
 
 
神奈川県非破壊試験技術交流会 
平成20年6月13日 
 
 
 
 
 
 
（社）溶接学会 
平成22年4月21日 
 
 
 
 
 
 
 

受賞内容 

本賞は，溶接冶金研究委員会で発表された研究の中から，
優秀で今後の発展性が高いと評価された者に送られる
賞である。 
受賞対象研究： 
「改良9Cr-1Mo綱溶接金属の靱性影響因子と電気化
学計測を用いた簡易評価方法の提案」 
 
本賞は，研究報告の内容が非破壊検査技術の向上に
寄与するところが大きいと評価された者に送られる賞で
ある。 
受賞対象研究： 
「硝子板に付与したき裂近傍における超音波の可視化」 
 
本賞は，第11・12回技術研究会で発表された研究の中
から，優れた発表を行いその努力が非破壊検査技術の
向上に寄与するところ大と評価された若手研究者に送
られる賞である。 
受賞対象研究： 
「光学的ひずみ測定法の非破壊検査法への応用につ
いて」 
 
本賞は、溶接学会論文集に掲載された論文の中からと
くに優秀な一連の論文を対象に授与されるものであり、
学術上大いに貢献があったとして送られる賞である。 
受賞対象研究：「高温高圧純水環境下の600合金用被
覆アーク溶接金属の応力腐食割れ形態」 



学会誌等への論文発表

73

溶接・非破壊検査技術センター　技術レビュー　Vol.7　2011　（非売品） 

発行編集人 

発行所 
 
 

編集・協力 

山本　孝（溶接･非破壊検査技術センター管理グループ長）　 

財団法人発電設備技術検査協会　溶接･非破壊検査技術センター 
〒230-0044横浜市鶴見区弁天町14-1 
TEL（045）511-2751　FAX（045）511-2750 

電気新聞メディア事業局 

印刷　（株）新晃社 

本誌は古紙再生紙を使用しています。 

《無断転載を禁じます》 


